
   第２期土浦市まち・ひと・しごと創生

   総合戦略

   令和5年度各戦略分野の実施状況一覧
（令和2～4年度実施事業）

参考資料２



高齢福祉課

シルバー人材センター事業の活性化

介護予防・生活支援サービス事業

商工観光課

4
地域産業の成長を通じた雇
用力の拡大

－

5
地域商業機能の維持・強化
による多様な就労機会の提
供

指標：
①利用者数（人／年）
②収支率（％）
目標値：①100,510人
　　　　②27.8％
実績値：①103,489人
　　　　②28.7％

　「まちづくり活性化バスキララちゃ
ん」の継続的な運行支援

　土浦駅を発着の拠点とし、中心市街
地の活性化を目的とする「まちづくり
活性化バスキララちゃん」の継続的な
運行支援を行うことで、地域商業機能
の維持・強化に寄与した。
・令和2年12月　利便性向上のため、
交通系ＩＣカードによる運賃支払制度
を導入
・令和4年4月　これまでＢコースのみ
で運行していた早朝便を全コースで導
入

　令和元年度に発生した新型コロナウ
イルスの感染拡大の影響により、公共
交通機関全体で減少した利用者数が戻
りきっていない。一方で近年の光熱費
の高騰から運行経費は増大傾向にあ
る。
　今後もキララちゃんバスの利用促
進、運行内容の改善を継続的に支援す
ることで、市補助金に依存することの
ない事業運営を目指す。

都市計画課

6
生産力の維持・拡大に向け
た高齢者の就業促進

商工観光課
高齢福祉課

まちづくり活性化バス運行支援事業

高齢者の再雇用を促進するための仕組みづくりの検討

なし

まちづくり活性化バス運行事業

・主催は、市内店舗の店主等が組織す
る「土浦まちゼミ実行委員会」、市・
市教育委員会が後援
・市としては、受講者募集パンフレッ
トを広報紙とともに全戸配布すること
により事業協力を行っている。

　主催者は、今後も継続実施する予定
である。

№ 施策方針 指標及び進捗度 事業概要 これまでの成果 課題及び今後の方針 担当課

1
地域産業の成長を通じた雇
用力の拡大

指標：補給件数（件）
目標値：1,490件
実績値：664件

①融資を受けた中小企業者が負担する
信用保証料の全額を補助する。
②融資を受けた中小企業者が負担する
利子の一部を補助する。
③国・県のパンフレット設置や商工会
議所等への情報提供を行う。

　融資を受けた中小企業者が負担する
信用保証料及び利子の補給制度を活用
した支援を推進するとともに、国・県
の各種経営支援制度等についてもパン
フレットの設置や商工会議所等への情
報提供により制度の普及・啓発に努め
ている。

　国の新型コロナウイルス感染症特別
貸付の利用者増の反射的効果により、
自治金融制度の利用者は一時減少した
ものの、同特別貸付の終了に伴い自治
金融制度の需要が高まることが予想さ
れることから、商工会議所等と連携し
ながら、保証料や利子補給のある当事
業の優位性のＰＲを図りたい。

商工観光課

2
地域産業の成長を通じた雇
用力の拡大

指標：土浦商工会議所
及び土浦市新治商工会
の会員数
目標値：①2,329②343
実績値：①2,382②319

①商工業者の総合的な改善・発達を図
ることにより地域経済の発展に寄与す
るため、土浦商工会議所の実施する事
業に対し補助金を交付する。
②商工業者の総合的な改善・発達を図
ることにより地域経済の発展に寄与す
るため、土浦市新治商工会の実施する
事業に対し補助金を交付する。

　土浦商工会議所及び土浦市新治商工
会が中小企業者に行っている経営改善
普及事業等に対し、市として事業補助
を行っている。

　今後も土浦商工会議所及び土浦市新
治商工会に対し事業補助を行うことに
より、本市商工業の振興を図るととも
に、関係団体等との連携を深めながら
地域経済の発展に資する事業等を推進
する。

商工観光課

3
地域産業の成長を通じた雇
用力の拡大

なし

　商店街の店主等が講師となり、専門
的な知識や情報、特性を生かした各種
ゼミナールを無料（材料費等は実費負
担有）で開催し、受講者との交流を通
して各商店の特徴をＰＲする。

7
生産力の維持・拡大に向け
た高齢者の就業促進

　令和2年度から4年度にかけては、新
型コロナウイルス感染拡大防止のた
め、「土浦市生活支援担い手養成講
座」を開催することができず、サービ
スの担い手を増やすことができなかっ
た。
　既存の利用者については、継続して
サービスを利用することで、在宅生活
を継続することができた。

　事業の担い手不足については、「土
浦市生活支援担い手養成講座」（令和
５年度 ２回開催予定）を開催し、担
い手の増加を図ってまいります。
　担い手による、サービスへの積極的
な従事を促すことで、サービス利用希
望者とのマッチング率を向上し、サー
ビス利用人数の増加を図ります。

指標：介護予防・生活
支援サービスの利用者
数（人）
目標値：10人
実績値：3人

　シルバー人材センターに委託する家
事援助サービス事業

施策方針
事業名

戦略分野 戦略分野Ⅰ 地域経済の活性化を通じた持続性ある雇用基盤の確立

基本施策 基本施策① 既存事業者等の支援を通じた多様な就労環境の維持・拡大

各種経営支援制度等の普及・啓発

①自治金融保証料補給金交付事業
②自治金融利子補給金交付事業

商工会議所・金融機関と連携した販路開拓支援・経営指導の運営支援

①土浦商工会議所事業補助事業
②土浦市新治商工会事業補助事業

土浦まちゼミへの協力

土浦まちゼミ

地域金融機関等による地域企業の人材ニーズの発掘の強化の検討

なし
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№ 施策方針 指標及び進捗度 事業概要 これまでの成果 課題及び今後の方針 担当課
施策方針
事業名

上高津貝塚ふ
るさと歴史の

広場

10
個々の観光・歴史・交流資
源の魅力向上による交流人
口の拡大

指標：観光入込客数
(人)
目標値：1,749,400人
実績値：1,318,660人

　水郷桜イルミネーション推進委員会
が実施する事業に合わせて、オランダ
風車等にイルミネーション装飾する。

　水郷桜イルミネーション推進委員会
が行う事業に合わせイルミネーション
を装飾することにより、冬のにぎわい
の創出と霞ヶ浦の魅力化、水辺の交流
空間づくりを推進した。

　ＬＥＤ球の劣化が見られ、維持する
ための経費が多く必要となっている。
　観光基本計画に位置付けられている
事業であり、今後も更なる霞ヶ浦の魅
力化や水辺の交流空間づくり及び賑わ
いの創出に必要な事業であるため、継
続して支援を行っていく。

商工観光課

11
個々の観光・歴史・交流資
源の魅力向上による交流人
口の拡大

指標：特別展の入館者
数(人)
目標値：9,600人
実績値：9,572人

博物館の特別展・テーマ展・季節展示
等の開催

　市立博物館は「公開承認施設」（文
化庁の認定、県内3施設、全国110施
設）として、重要文化財の公開にふさ
わしい施設である特性を活かし、特別
展、テーマ展等を開催してきた。第43
回特別展「八田知家と名門常陸小田氏
－鎌倉殿御家人に始まる武家の歴史」
は大河ドラマ「鎌倉殿の13人」の登場
人物であった八田知家を取り上げ、大
勢の市民にご来館いただいた。

　博物館は、市民が歴史を学び、誇り
に思える心のゆとりを目指している。
　令和4年度から5年度にかけて実施し
た大規模改修工事が完成した再開館記
念として、第44回特別展では、昭和63
年の開館以来収集してきた「土浦の名
宝」を紹介する予定。

博物館

霞ヶ浦観光にぎわい事業

博物館重要資料・公開推進事業

重要資料公開推進事業

8
個々の観光・歴史・交流資
源の魅力向上による交流人
口の拡大

指標：
つくば霞ケ浦りんりん
ロード自転車利用者数
（人）
目標値：80,600人
実績値：124,000人

　「つくば霞ヶ浦りんりんロード」を
活かした、新たなサイクリング周遊観
光事業の実施。
①サイクリングイベント実施委託業務
②茨城県と本市を含む周辺7市の連携
によるレンタル事業、つくば霞ケ浦り
んりんロード利活用推進協議会参加負
担金

　県・周辺自治体と連携した広域レン
タサイクルの実施、自転車を活用した
観光ツアーの実施、他各種イベント等
により本市の自転車環境に関する魅力
発信を行ってきたことにより、成果指
標であるりんりんロード利用者数、利
用者消費金額も着実に増加傾向を示し
ている。

　今後のりんりんロードを活用した消
費拡大策が今後の主な課題となってく
る。課題点については、県、本市を含
むりんりんロード沿線自治体、関連団
体、民間企業と連携し、りんりんロー
ドのＰＲ方法等について平成30年度に
立ち上げた推進協議会にて、情報の共
有化を図り、具体的施策について協議
し、協議内容に従って事業を推進して
いく。

政策企画課

8
個々の観光・歴史・交流資
源の魅力向上による交流人
口の拡大

指標：
つくば霞ケ浦りんりん
ロード自転車利用者数
（人）
目標値：80,600人
実績値：124,000人

　サイクリングイベントの開催や情報
発信を行うなど、ソフト面の充実を図
り，「自転車のまち土浦」のＰＲを推
進する。

　サイクルーズ、散走等を実施し、サ
イクリングを活かした観光事業の展開
を図っている。

　本市は、全長180ｋｍの「つくば
霞ヶ浦りんりんロード」の中心に位置
し、「りんりんポート土浦」や土浦駅
内の「りんりんスクエア土浦」等サイ
クリング拠点が整備され、サイクリン
グ環境のハード面の充実が図られたた
め、ソフト面（イベント等）の充実を
図る。
　茨城県をはじめ周辺市町村と連携を
図り、広域での事業展開方法について
引き続き検討が必要。
　また、まちなかへの誘導、回遊性の
向上を図る必要がある。

商工観光課

9
個々の観光・歴史・交流資
源の魅力向上による交流人
口の拡大

指標：観光入込客数
(人)
目標値：1,749,400人
実績値：1,318,660人

ジオパークを活かした観光の振興
（環境整備、普及・啓発、ツアー等）

　令和2年度再認定審査（ジオパーク
継続のための定期審査）で再認定（グ
リーンカード）を受け、協議会（構成
6市ほか）として日本ジオパーク委員
会からの指摘事項（学校教育やジオサ
イトの見直し等）について改善を進
め、教育に関する専門員の雇用や教育
現場への出前授業の実施（仕組構築・
ＨＰ掲載を含む）、ジオサイトの見直
しについては令和5年8月に完了予定。
　また、本市主催のジオツアーや講座
が定着しつつあり、参加希望者数が
年々増加している。

　令和6年度再認定審査に向け、協議
会とのより一層の連携強化が必要とな
る。
　幅広い層が興味を持てるよう、ツ
アー等の内容を工夫しながら普及啓発
活動を推進していく。

商工観光課

基本施策 基本施策② 交流人口・関係人口の拡大による地域経済の活性化

水郷筑波サイクリング環境整備事業（霞ヶ浦サイクルツーリズム事業）（県連携）

①霞ケ浦サイクルツーリズム推進事業
②りんりんロード利活用推進事業

水郷筑波サイクリング環境整備事業（霞ヶ浦サイクルツーリズム事業）（県連携）

サイクリング環境整備事業

ジオパーク推進事業

9
個々の観光・歴史・交流資
源の魅力向上による交流人
口の拡大

指標：観光入込客数
(人)
目標値：1,749,400人
実績値：1,318,660人

教育・学術部会事務局の運営
展示及びどきどき体験の開催

　展示及びどきどき体験をとおして、
筑波山域ジオパークの周知に努めた。

　令和6年度再認定審査に向け、協議
会とのより一層の連携強化が必要とな
る。

ジオパーク推進事業

ジオパーク推進事業

教育普及事業

霞ケ浦観光にぎわい創出
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№ 施策方針 指標及び進捗度 事業概要 これまでの成果 課題及び今後の方針 担当課
施策方針
事業名

17
各種イベントの継続的な実
施による来訪のきっかけづ
くり

指標：まちなか元気市
来場者数（人）
目標値：5,000人
実績値：15,000人

①かすみがうらマラソンのランナーズ
ヴィレッジとして飲食、物販等を開
催。
②うらら広場及び市民ラウンジにて、
大型スクリーンとプロジェクターを活
用し、パブリックビューイングを実施
することにより、賑わい空間を創出し
中心市街地の活性化を図る。

①かすみがうらマラソンの開催に合わ
せて、まちなか元気市を開催した。
②高校野球や大相撲中継の放映に合わ
せて、パブリックビューイングを開催
した。

　来場者の増加へ向けた方策、今後の
事業運営方法の検討。

商工観光課

18
情報発信機能の強化による
認知度向上・来訪誘致・関
係人口の拡大

指標：ＳＮＳのフォロ
ワー数 （人）
目標値：19,309人
実績値：24,449人

・ロケ地に関する相談及び案内
・撮影時の立会い
・フィルムコミッション専用Ｈ
　Ｐの運営、管理

　映画やＴＶドラマ、ＣＭなどのロ
ケーション撮影支援を実施しながら、
支援作品やロケ地をフィルムコミッ
ション専用ＨＰや市公式ＳＮＳを活用
し、内外に発信している。平成30年度
にＨＰリニューアルしたことにより、
アクセス数の増加が図られている。
　◇アクセス数（ＰＣ、スマホ総計）
… R2：297,615件、R3：235,195件、
R4：302,819件

　これまで同様、ＨＰやＳＮＳ等によ
る情報発信を継続していきながら、
「ロケのまち土浦」をＰＲするととも
に、積極的なロケ誘致活動を行い、更
なる本市のイメージアップと地域の活
性化に寄与できるよう推進していく。 広報広報課

霞ケ浦観光にぎわい創出【再掲】

施策番号10と同様

まちなかイベント（まちなか元気市開催、パブリックビューイング等）

①まちなか元気市
②パブリックビューイング

ＨＰ・ＳＮＳ・メール等を活用した情報発信の強化

土浦フィルムコミッション事業

16
各種イベントの継続的な実
施による来訪のきっかけづ
くり

文化振興課

14
各種イベントの継続的な実
施による来訪のきっかけづ
くり

指標：観光入込客数
(人)
目標値：1,749,400人
実績値：1,318,660人

競技花火（スターマイン、10号玉、創
造花火）及び余興花火の打ち上げ

　大正14年から始まり、今年で92回を
迎える歴史と伝統のある全国有数の花
火競技大会であり、昨年は45万人もの
観客を動員、県内でも最大のイベン
ト。地域経済に大きく貢献するととも
に、競技を通じて煙火技術の向上にも
貢献している。

　安心・安全な大会運営にあたって
は、雑踏警備対策、感染症予防対策な
ど、各対策に伴う費用の増加が予想さ
れることから、新しいスポンサーの獲
得や、観覧席拡大等による収入の増加
を図る取り組みが求められる。
　今後は、節目となる花火100周年、
100回大会に向けた取り組みを行うと
ともに、未来に繋いでいけるような運
営体制を構築し、より安心・安全な大
会運営を目指す。

商工観光課

15
各種イベントの継続的な実
施による来訪のきっかけづ
くり

指標：来場者数（人）
目標値：80,000人
実績値：80,000人

　「食」の歴史・文化を生かした「つ
ちうらカリー物語」の普及・拡大を図
ることを目的とし、市内のカレー事業
者をはじめ関係市町村や団体、市民が
一堂に会する「土浦カレーフェスティ
バル」を開催する。

　第19回土浦カレーフェスティバル
（第46回土浦市産業祭と同日開催）
　10月1日（土）・2日（日）
　出店数41店
　同日開催の東部ガス大感謝祭（会
場：大屋根広場）より、スタンプラ
リーの台紙と景品の提供あり。

　レンコンなど土浦市ならではの食材
を活かしたカレーを提供する飲食店を
増やす等、年間を通して誘客出来る仕
掛けを構築する。 商工観光課

文化財の計画的な保存・活用の検討

①指定文化財等管理事業
②土浦城址整備事業
③文化財整備・活用事業

花火大会事業

花火大会事業

食・農関連イベント（食のまちづくり等）

土浦カレーフェスティバル

12
個々の観光・歴史・交流資
源の魅力向上による交流人
口の拡大

指標：市民ギャラリー
利用者数（人）
目標値：30,000人
実績値：33,815人

美術品修復委託業務 　平成22年に実施された収蔵美術品現
状調査による修復計画に基づき、美術
品を修復し、市民ギャラリーにおい
て、収蔵美術展を開催することによ
り、芸術に触れる場を市民に提供し、
本市の文化芸術の振興に寄与すること
ができた。

　現在の修復計画は、市民ギャラリー
開館前のものであるため、今後は修復
の緊急度のほか、市場価値、本市に
とっての資料的価値、展示の頻度と
いった要素も考慮して、修復計画を見
直す必要がある。

文化振興課

収蔵美術品修復事業

美術品修復事業

13
個々の観光・歴史・交流資
源の魅力向上による交流人
口の拡大

指標：土浦城東櫓利用
者数（人）
目標値：7,250人
実績値：9,995人

①文化財保存活用地域計画に基づき、
文化財の計画的な保存活用を推進す
る。
②土浦城跡を整備し、史跡の価値を高
めることで地域づくりや観光に寄与す
る。
③文化財の整備・利活用を推進し、地
域の宝を活かした地域づくりに寄与す
る。

①文化財保存活用地域計画について
は、令和5年度上半期の認定に向けて
準備を進めている。
②城址整備事業については、令和4年
度に霞門保存改修工事を行い、安全性
と景観の向上が図られた。
③文化財整備・活用事業については、
令和3年度に寄贈を受けた「一色家住
宅」について、利活用の検討を行って
いる。

①令和5年度に認定予定の「土浦市文
化財保存活用地域計画」に基づき、文
化財の適切な保存管理や利活用を検討
し、実施していく。
②土浦城跡については基本計画作成後
27年が経過していることから、利活用
計画等の作成など、今後の整備計画と
の調整を検討する。
③一色家住宅については、利活用案に
基づき今後整備設計・整備工事を行
い、供用を目指す。

3



№ 施策方針 指標及び進捗度 事業概要 これまでの成果 課題及び今後の方針 担当課
施策方針
事業名

商工観光課

24
企業誘致や求人・求職マッ
チングによる新しい就労機
会の提供

指標：参加者数（人）
目標値：200人
実績値：86人

　大学等卒業見込の就職希望者・既卒
の就職希望者等と、求人予定のある企
業とが一堂に会し、対面方式による面
接・事業説明などを行う「チャレンジ
いばらき就職面接会」を実施すること
で、新規学卒者の就職機会の拡大及び
既卒者の就職を促進するとともに、県
内事業所の人材確保を図る。

R2年度：144人
R3年度：144人
R4年度： 86人

　Ｕ・I ターン就労促進事業について
の検討は実施していないが、茨城県と
の連携による就職促進事業を実施して
いる。今後も茨城県と連携しながら、
就労促進を図りたい。 商工観光課

25
創業・新事業の創出やＩＣ
Ｔ技術等の活用を通じた新
たな就労機会の創造

商工観光課

広報広報課

20
情報発信機能の強化による
認知度向上・来訪誘致・関
係人口の拡大

－

21
効果的・効率的な施策展開
のための観光プロデュース
組織の確立

指標：観光入込客数
(人)
目標値：1,749,400人
実績値：1,318,660人

　観光基本計画の目標の実現に向け、
計画的な組織運営を行う。

　第2次土浦市観光基本計画を推進す
るため、専門部会を設置し、市民が主
体となって観光の振興を図るための方
策を検討した。

・専門部会　「城・まちなか部会」
「自然・里山部会」

　令和5年度は第2次計画の中間にあた
るため、第2次後期計画を策定する。
コロナ禍による観光を取り巻く状況の
変化を勘案しながら、本市の強みを活
かせる魅力的な観光施策・事業方針を
定め、推進する。

商工観光課

22
企業誘致や求人・求職マッ
チングによる新しい就労機
会の提供

指標：①市内民営事業
所に就業する従業員数
（人）、②事業従事者
一人当たり付加価値額
（万円）
目標値：
①75,500人
②550万円
実績値：
①75,552人
②509万円

①新設・増設し、新規に5名以上雇用
した企業に対し、固定資産税等相当額
を3年間交付
②新設・増設し、新規に5名以上雇用
した企業に対し、敷地整備費等の10％
（上限1億円）を交付

①交付実績（R2～R4）：6社　399,163
千円
②交付実績（R2～R4）：0社　0円

　広く企業立地を促進するため、土浦
市中心市街地に立地する場合に補助対
象とする内容の要件拡充を検討してい
る。

商工観光課

安心・安全な暮らしに向けた積極的な情報発信

デジタル媒体を使った広報事業

イベント・ミックスによる相乗効果の創出

なし

第２次観光基本計画に位置付けた観光事業の推進体制の整備の検討

土浦市観光基本計画推進事業

基本施策 基本施策③ 新たな就労機会の創造・提供

企業誘致事業（企業立地奨励制度運用、各種ＰＲ等）

①企業立地促進奨励金制度
②企業立地促進補助金制度

わくわく茨城生活実現事業（県連携）

わくわく茨城生活実現事業

Ｕ・Ｉターン就職促進事業の検討

チャレンジいばらき就職面接会

融資を受けた中小企業者が負担する信用保証料及び利子の補給制度を活用した支援の推進

施策番号10と同様

23
企業誘致や求人・求職マッ
チングによる新しい就労機
会の提供

指標：移住支援金の交
付件数（件）（①単
身、②世帯）
目標値：
①2件、②2件
実績値：
①8件、②11件

　東京圏から本市に移住し、新たに就
業・起業・テレワーク等を行う者に対
し、移住支援金を交付する。

R2年度：単身0件、世帯0件
R3年度：単身1件、世帯4件
R4年度：単身8件、世帯11件

　令和6年度で事業終了となる予定で
あることから、今後、定住人口の増加
と地域経済の活性化を図るための事業
を検討する必要がある。

19
情報発信機能の強化による
認知度向上・来訪誘致・関
係人口の拡大

指標：土浦市公式ＨＰ
年間アクセス数（件）
目標値：417,434件
実績：634,381件

・市公式ホームページの管理、運用
・デジタルサイネージの管理、運用
・ＳＮＳを活用した情報発信
・広報紙の電子書籍化

　「デジタル媒体を使った広報事業」
については、多言語ユニバーサル情報
配信ツール「カタログポケット」を導
入し、広報紙を電子書籍化し、10か国
語に多言語化、文字拡張、読み上げ機
能を利用し、外国人や高齢者への対応
を図った。
　また、市公式ＬＩＮＥを導入し、自
動配信でかつリアルタイムで情報を市
民に届けることができるようになり、
緊急時の対応が可能となった。

  今後も、多様化する読み手に対応で
きる効果的な手法を検討し、市政情報
をより多くの市民に届けていく。
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№ 施策方針 指標及び進捗度 事業概要 これまでの成果 課題及び今後の方針 担当課
施策方針
事業名

政策企画課

31
健康暮らし・田舎暮らしの
創造

商工観光課

施策番号8と同様
水郷筑波サイクリング環境整備事業（りんりんロード利活用推進事業）（県連携）【再掲】

施策番号8と同様

31
健康暮らし・田舎暮らしの
創造

商工観光課

28
創業・新事業の創出やＩＣ
Ｔ技術等の活用を通じた新
たな就労機会の創造

なし

東京圏から本市に移住し、テレワーク
を行う者に対し、移住支援金を交付す
る。

R2年度：単身0件、世帯0件
R3年度：単身1件、世帯3件
R4年度：単身3件、世帯6件

　社会サービスのデジタル化が進むと
ともにテレワークに代表される多様な
働き方が実現している中で、それをい
かに地方への新たなひとの流れを創出
するかが課題となっている。地方に生
活拠点を置きながら新しい就労機会を
提供できるような体制を整えるため
に、サテライトオフィス等の施設整
備・運営を行う民間企業への新たな補
助金を検討する。

商工観光課

29
農業の自立・高付加価値化
による雇用力の拡大

なし

・人・農地プラン（地域計画）策定
・新規就農者等支援
・農地集積・集約化

○新規就農者等支援
・農業次世代人材投資資金交付者
　　R2：10人、R3：10人、R4：10人
・経営開始資金（上記事業の後継）
　　R4：1人
・経営発展支援金交付者
　　R4：1人
○農地集積・集約化面積
　R2：105,673㎡、R3：56,516㎡、
　R4：135,638㎡

　人・農地プランを法定化し、地域で
の話合いにより将来の農地利用を明確
化する地域計画に移行された。令和7
年度末までに目標地区を策定。
　就農初期の経営を支えるため及び新
たに就農に取り組む希望者に対して支
援を行う。

農林水産課

30
農業の自立・高付加価値化
による雇用力の拡大

指標：ブランド農産物
認証件数（件）
目標値：25件
実績値：7件

・農林水産物及びその加工品のブラン
ド化
・都市と農村の交流
・交流拠点の利活用

　平成28年度に「土浦ブランドアップ
プロジェクト推進事業」を設定し、基
本構想を策定して、事業推進を図っ
た。
　現在38品を認定。イベント等とのタ
イアップで認定品の販売会、ブランド
イメージメニュー37品目を推進、動画
や紹介看板の設置、パンフレットの配
布等によるＰＲ事業の展開。

・土浦ブランド認定は、今後の品数、
手法を検討する。
・土浦ブランドのＰＲ手段
　認定品の販売会の継続を含め、制作
した認定品紹介動画のＳＮＳなどを通
じた広報活動の展開手段を検討する。
・土浦ブランド認定品取扱店舗の拡大
　認定品の販路拡大を推進する。

農林水産課

中心市街地新規出店者育成支援事業

中心市街地新規出店者育成支援事業

テレワークを活用した雇用機会の創出支援の検討

わくわく茨城生活実現事業

担い手確保・農地集積事業

担い手確保及び農地集積化事業

土浦ブランドアッププロジェクト推進事業

土浦ブランドアッププロジェクト推進事業

27
創業・新事業の創出やＩＣ
Ｔ技術等の活用を通じた新
たな就労機会の創造

26
創業・新事業の創出やＩＣ
Ｔ技術等の活用を通じた新
たな就労機会の創造

指標：中心市街地出
店・起業数
目標値：13
実績値：9

　中心市街地の空き店舗に新たに開業
する者に対し、賃借料又は改装費につ
きその一部を補助する。

・令和2年度：2件（商業2件）
・令和3年度：6件（商業5件、オフィ
ス1件）
・令和4年度：9件（商業6件、オフィ
ス3件）

　令和4年11月の土浦駅前のマンショ
ン竣工等、中心市街地は定住人口増加
の好機を迎えている。本事業により、
中心市街地内の開業希望者の負担軽減
及び事業の継続支援を図り、空き店舗
数の更なる圧縮に繋げる必要がある。

商工観光課

中心市街地開業支援事業

中心市街地開業支援事業

指標：中心市街地出
店・起業数
目標値：13
実績値：9

　中心市街地に開業しようとする者を
対象に起業セミナーを実施することに
より、市民や事業者等の起業機会を創
出するとともに、まちで働く人や活動
する人を増やし、中心市街地の活性化
を図る。

戦略分野 戦略分野Ⅱ 生活の安心・付加価値の創出による人口還流の創造

基本施策 基本施策① 都心にはないゆとりある環境の創造

水郷筑波サイクリング環境整備事業（りんりんロード利活用推進事業）（県連携）【再掲】

・令和2年度：コロナのピンチをチャ
ンスに変える新・創業セミナー（参加
者6名）
・令和3年度：新・起業セミナー
2022in土浦（参加者3名）
・令和4年度：地域創業セミナー
2023in土浦（参加者19名）

　土浦市内での開業に興味のある方に
とって有益な情報を提供できるよう、
内容を工夫するとともに、セミナー内
で中心市街地開業支援制度を案内する
事で、開業者数の増加を図る。また、
販売促進等、現在事業を営んでいる方
にも参考になる内容を入れる事で、事
業継続を後押しする。

5



№ 施策方針 指標及び進捗度 事業概要 これまでの成果 課題及び今後の方針 担当課
施策方針
事業名

34
「ゆとり」のある快適な都
市環境の創出

指標：市民一人当たり
の公園面積（㎡）
目標値：10㎡
実績値：6㎡

①公園・緑地の整備及び管理
②公園施設の劣化・損傷に伴う更新

・令和3～4年度に長寿命化計画策定
（R3:乙戸沼･亀城･田村沖宿･紫ケ丘･
水と緑の里･朝日展望･ふるさとの森公
園　R4:その他の都市公園30箇所）
・公園長寿命化計画策定に伴う更新事
業（R4:乙戸沼公園遊具更新設計委
託）

　予算上の都合もあり、公園の新設整
備には着手できず、開発行為等に伴い
設置された小規模な公園の帰属を受け
るに留まっていることから、市民一人
当たりの公園面積の拡大は困難な状況
であるが、今後においても（仮称）赤
池公園等をはじめとする公園整備計画
実施について協議・検討を重ね、緑化
率の向上に努めたい。
　また、都市公園の整備・充実を図る
とともに、霞ケ浦湖岸、桜川沿いなど
のまとまりのある緑地や本市の特色で
ある水辺環境を活かした公園・緑地の
整備、維持管理に努める。

公園・施設
管理課

35
「ゆとり」のある快適な都
市環境の創出

指標：市民一人当たり
の公園面積（㎡）
目標値：10㎡
実績値：6㎡

①公園の整備及び管理
②公園施設の劣化・損傷に伴う更新

・令和3年度に長寿命化計画策定
・公園長寿命化計画策定に伴う更新事
業（R4:テニスコートC面人工芝張替工
事）

　公園施設については、利用頻度の高
さ及び施設の老朽化等により改修が必
要な箇所が増加している状況であるこ
とから、長寿命化計画に基づき計画的
かつ効率的な更新を実施する。
　霞ケ浦湖岸など本市の特色である水
辺環境を活かした公園の整備，維持管
理に努めると共に「あり方検討調査結
果」に基づく新たな公園の管理運営を
推進する。

公園・施設
管理課

36
「ゆとり」のある快適な都
市環境の創出

なし

・歴史的町並み景観形成事業
・景観計画誘導事業
・都心部回遊ネットワーク整備事業
（歴史の小径）
・公共サイン整備事業

　景観条例に基づいた景観誘導、公共
サイン整備ガイドラインに基づいた周
囲の景観に調和したサインの整備、景
観まちづくり団体への支援などを通し
て良好な景観の創出を図ってきた。
・景観法第16条に基づく届出数（R2～
R4）：115件
・景観審議会、景観アドバイザーとの
景観形成に係る協議回数（R2～R4）：
合計3回
 （景観審議会2回、景観アドバイザー
との協議1回）
・景観まちづくり団体への支援（R2～
R4）：4件（214,500円）

　景観計画策定後10年以上が経過し、
社会経済情勢が大きく変化していると
ともに、景観を阻害する恐れのある建
築物が増加している。また、真鍋宿通
りには歴史的な建造物が集積している
が、保全・活用が図られておらず滅失
が進んでいる。そのため、景観計画の
見直しを行い、これらの課題に対応し
たい。
　景観誘導、サインの整備、景観まち
づくり団体への支援などを引き続き実
施したい。

都市計画課

都市公園整備事業

①都市公園整備事業（管理運営事業）
②都市公園整備事業（長寿命化事業）

霞ヶ浦総合公園整備事業

①霞ケ浦総合公園整備事業（管理運営事
業）
②霞ケ浦総合公園整備事業（長寿命化事
業）

都市景観整備事業

都市景観整備事業

32
健康暮らし・田舎暮らしの
創造

指標：市民農園利用区
画数（区画）
目標値：154区画
実績値：154区画

市民農園の管理運営 　高津、摩利山、中村西根、虫掛の4
地区に市民農園を整備し、市広報など
を通して募集を行っているが、その中
でも中村西根農園については、有機栽
培による農園利用を基本としており、
有機栽培に関心の高い利用者が技術の
向上に取り組んでいる。
・コロナ禍において、家庭菜園の人気
が一時的に高まったことにより、令和
4年の農園区画が全て埋まるといった
状況になった。

　令和3年度には、土地所有者の高齢
化等の理由により、所有者に農園の土
地を返還し、閉園した農園があった
（神立農園）。今後、同様の理由によ
り閉園する農園が出てくる恐れがある
ため、市民農園としては、現状を維持
しつつ、規模縮小も視野に運営方法を
検討せざるを得ない。

農林水産課

33
「ゆとり」のある快適な都市
環境の創出

指標：土浦港周辺の歩
行者交通量(人/日)
目標値：4,900人
実績値：2,535人

　りんりんポート南側市有地に民間活
力を導入し、交流拠点施設を整備す
る。

　令和2年度から民間活力の導入に向
けて、市場型サウンディング調査を実
施し、民間事業者からの提案を募集し
た。
　その後も、興味関心を持つ事業者と
のヒアリングを続けている。

　公募に向けて、条件の整理等を進め
ていく。

都市整備課

市民農園の利用率の向上

都市と農村の交流事業

土浦港周辺広域交流拠点の活用における民間事業者との連携

土浦港周辺広域交流拠点民間事業者誘導事業
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№ 施策方針 指標及び進捗度 事業概要 これまでの成果 課題及び今後の方針 担当課
施策方針
事業名

博物館・
上高津貝塚ふ
るさと歴史の

広場

博物館・上高津貝塚ふるさと歴史の広場等での各種企画展開催

①特別展・企画展示事業
②教育普及事業

37
多様な「学び」による心の
ゆとりづくり

指標：図書館の利用者
数（人/年）
目標値：583,000人
実績値：407,345人

①市内在住・在学の18歳以下の子ども
を対象に、図書館で借りた図書の履歴
が記録できるサービス
②図書館の利用促進や、市民の身近な
課題解決支援のため、イベントや講座
を開催
③アートとブックに関連した企画展を
開催

平成29年11月の開館以来、多くの市民
の利用促進を図るため、図書館では快
適な読書空間の提供のほか、図書館
フェスなどのまちのにぎわいを創出す
るイベントの開催、子育てや健康等の
市民の身近な課題解決を支援する自主
講座を開催した。
　また、市民ギャラリーと図書館が連
携し、アートとブックに関連した企画
展を2年に1回、年度末から年度始めに
かけて実施している。

　図書館では、読書活動支援と併せ
て、図書館のＰＲ、新規ユーザーの開
拓を目的とした図書館フェスなどの各
種イベントの開催や市民の様々な課題
解決を支援するサービスを関係機関や
民間企業等と連携を図り展開してい
く。
　また、市民ギャラリーとの連携企画
展を開催することで、新たな来館者を
生み出し、中心市街地のにぎわいの創
出を推進していく。

図書館

37
多様な「学び」による心の
ゆとりづくり

指標：市民ギャラリー
利用者数（人/年）
目標値：30,000人
実績値：33,815人

市民ギャラリー・図書館連携展の開催 　平成29年11月の開館以来、市民の利
用促進を図るため、アルカス土浦に併
設する市民ギャラリーと図書館が、そ
れぞれの施設の特性を生かしながら、
「アート×ブック」をコンセプトに開
催する展覧会を2年に1回実施してい
る。
　また、収蔵品の展覧会や郷土ゆかり
の作家展を開催している。令和4年度
は、新型コロナウイルス感染防止策を
講じたうえで、事業を行った結果、利
用者数は33,815人となり、目標値を達
成することができた。

　ギャラリーの使用者・来館者とも、
若年層が少ないため、市内小中学校及
び高校、近隣大学等の利用促進を図る
ことにより、より幅広い世代が文化芸
術に親しむ場所とすることを目指す。

文化振興課

38
多様な「学び」による心の
ゆとりづくり

なし

土浦薪能開催事業費補助金 　土浦城東櫓竣工記念として、第1回
土浦薪能が開催された平成10年度以
降、土浦城址という本市固有の文化資
源を活かしたまちづくりの一環とし
て、20年以上にわたり、継続して開催
されている。令和2～3年度は新型コロ
ナウイルス感染拡大防止のため中止と
なったが、令和4年度は感染対策を講
じ、土浦城址本丸内で開催することが
できた。
　古典芸能鑑賞の場を提供したこと
で、本市の文化芸術の振興及び歴史と
文化を生かしたまちづくりの推進に寄
与した。

　事業実施に係る費用の約4割が市補
助金であり、収入の増加が課題となっ
ている。そのため、協賛企業の新規開
拓、クラウドファンディングの活用な
ど、収入の確保に努めながら、市民協
働による事業の推進を図る。

文化振興課

土浦薪能開催の支援

土浦薪能事業

図書館・ギャラリーの利用の推進（本の通帳、図書館フェス、ギャラリー連携企画等）

①本の通帳サービス
②図書館フェス・自主講座など
③ギャラリー連携企画

図書館・ギャラリーの利用の推進（本の通帳、図書館フェス、ギャラリー連携企画等）

市民ギャラリー・図書館連携企画展

39
多様な「学び」による心の
ゆとりづくり

指標：
①博物館入館者数
（人）
②上高津貝塚ふるさと
歴史の広場入場者数
（人）
目標値：
①15,500人
②31,500人
実績値：
①20,758人
②31,789人

①上高津貝塚の特別展・企画展の開催
②上高津貝塚のテーマ展・作品展・両
館合同の夏休みファミリーミュージア
ムの開催

　上高津貝塚ふるさと歴史の広場で
は、国指定史跡上高津貝塚を紹介する
常設展示のほか、武者塚古墳など市内
の遺跡から発見された考古資料を特別
展や企画展などで公開した。
　夏休みファミリーミュージアムは博
物館と上高津貝塚でそれぞれ開催し、
夏休みの親子向けに気軽に郷土の歴史
に親しんでもらえるイベントを実施し
ている。

　上高津貝塚ふるさと歴史の広場で
は、霞ケ浦沿岸貝塚の研究成果や、発
掘調査から得られた資料を基に、考古
資料からみた土浦の歴史を分かりやす
く紹介していく。
　夏休みファミリーミュージアムは、
今後も両館で親子で気軽に参加できる
企画に努める。
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№ 施策方針 指標及び進捗度 事業概要 これまでの成果 課題及び今後の方針 担当課
施策方針
事業名

商工観光課

44 日常生活の利便性の向上 商工観光課

45 安全な暮らしの実現

指標：防犯灯ＬＥＤ化
率（％）
目標値：100％
実績値：99.37％

防犯灯設置等補助事業 　平成26年度より、町内会等の維持管
理する防犯灯において、ＬＥＤ防犯灯
の設置及びＬＥＤ防犯灯への交換を補
助対象とし、ＬＥＤ化を推進した結
果、令和2年度末までに市内の防犯灯
のＬＥＤ化率は99.3％となり、ほぼ全
てのＬＥＤ化が完了した。令和3年度
以降も町内会等の申請に対し、設置や
交換の補助を行っている。

　設置及び交換が実施されたＬＥＤ防
犯灯については、今後はＬＥＤ防犯灯
の寿命に伴い、順次交換又は修繕が必
要になると考えられる。地域の実情に
合わせ、必要な明るさを確保するため
にも、町内会等が維持管理する防犯灯
に対し、支援を継続していく。

生活安全課

ＬＥＤ防犯灯設置補助

防犯対策事業

日常生活の利便性の向上

40
地域内外のモビリティの向
上

指標：公共交通（ＪＲ
常磐線）利用者数（人
／日）
目標値：30,000人
実績値：24,552人

　地域公共交通計画に位置付けた利用
しやすい公共交通環境の実現、地域・
事業者・行政の協働による公共交通の
確保・維持などの基本方針に基づく施
策を展開することにより、誰もが利用
しやすい持続可能な公共交通網の実現
を図る。

・令和3年10月
　つちまるバス（中村南・西根南地区
経由）の運行開始
・令和4年3月
　土浦市地域公共交通計画の策定
令和4年4月
　千代田神立ラインの運行内容の見直
し
・令和4年10月
　つちまるバス（右籾地区経由）の運
行開始
・その他継続的に実施しているものと
して、ＪＲ東日本㈱への要望活動、地
域公共交通計画に基づく各種公共交通
施策（マイ時刻表サービスの実施、公
共交通案内ガイドブックの作成、バス
の乗り方教室の実施等）の実施、路線
バス運行対策費に対する補助の実施
等。

　常磐線についてはＪＲ東日本㈱への
要望活動、利用促進に関する啓発活動
等を継続的に実施する。路線バスにつ
いては、運行対策費の補助、各種改善
策・利用促進策の実施を行うことで、
持続可能な交通網の確保・維持を図
る。
　また、公共交通不便地域のうち、人
口密度が30人／ha以上の6地域及び、
鉄道駅を持たない都市機能誘導区域
（おおつ野地区）については、コミュ
ニティ交通を導入することで公共交通
不便地域の解消を図る。人口密度が30
人／haに満たない公共交通不便地域に
ついては、区域運行サービス「のりあ
いタクシー土浦」の改善による利用促
進を検討していく。

都市計画課

41
地域内外のモビリティの向
上

指標：公共交通（ＪＲ
常磐線）利用者数（人
／日）
目標値：30,000人
実績値：24,552人

①「まちづくり活性化バスキララちゃ
ん」の継続的な運行支援
②フィーダー系統に係る国の補助金の
活用

　土浦駅を発着の拠点とし、中心市街
地の活性化を目的とする「まちづくり
活性化バスキララちゃん」の継続的な
運行支援を行うことで、地域内外のモ
ビリティ向上に寄与した。
・常磐線との接続を考慮したダイヤの
作成
・令和2年12月　利便性向上のため、
交通系ＩＣカードによる運賃支払制度
を導入
・令和4年4月　これまでＢコースのみ
で運行していた早朝便を全コースで導
入

　令和元年度に発生した新型コロナウ
イルスの感染拡大の影響により、公共
交通機関全体で減少した利用者数が戻
りきっていない。
　今後も国庫補助金を有効に活用して
市の負担を軽減しつつ、キララちゃん
バスの運行を継続的に支援すること
で、地域内外のモビリティ向上、中心
市街地の活性化を目指していく。

都市計画課

42
地域内外のモビリティの向
上

指標：市道の自転車通
行空間整備延長（ｋ
ｍ）
目標値：26ｋｍ
実績値：6ｋｍ

・生活系・観光系ネットワーク設計・
整備
・ナショナルサイクルルート路面表示
等設置
・ナショナルサイクルルート路面表示
等設置

　令和3年度に生活系ネットワークに
おける詳細設計を実施し、令和4年度
に整備工事を完了。
　ナショナルサイクルルートの整備工
事についても令和4年度から取り組ん
でいる。

課題：国、県道の整備については、道
路管理者との協議により整備を進めて
もらう必要がある。

今後の方針：令和5年度は観光系ネッ
トワークの工事に向けた設計を行い、
令和6年度以降に整備工事を予定して
いる。ナショナルサイクルルートの整
備工事については、令和5年度予定の
工事で指定要件の必須項目・推奨項目
共に完了予定。

都市計画課

基本施策 基本施策② 市民の「理想のまち」の実現

地域公共交通の総合的な確保・維持・改善策の立案

①地域公共交通確保維持改善事業
②都市計画一般事業

まちづくり活性化バス運行支援・利用促進

①まちづくり活性化バス運行支援事業
②地域公共交通確保維持改善事業費補助金

自転車交通ネットワーク整備

自転車ネットワーク整備事業

中心市街地開業支援事業【再掲】

施策番号26と同様

中心市街地新規出店者育成支援事業【再掲】

施策番号27と同様

43
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№ 施策方針 指標及び進捗度 事業概要 これまでの成果 課題及び今後の方針 担当課
施策方針
事業名

50 安全な暮らしの実現

指標：自主防災組織結
成数（地区）
目標値：171地区
実績値：148地区

・自主防災組織結成事業補助金
・資機材等整備補助金
・自主防災組織運営事業補助金
・自主防災組織訓練事業補助金

　各自主防災会へ補助金を交付するこ
とで、地域防災力の強化を図った。令
和5年度以降は地域防災訓練を実施す
る自主防災組織の増加が予想され、自
主防災組織運営事業補助金交付申請数
の増加が見込まれる。

　自主防災組織について、現在148地
区結成済みである。今後は、未結成地
区のうち土砂災害（特別）警戒区域ま
たは洪水浸水想定区域を含む10地区の
結成を目標とする。

防災危機
管理課

51 安全な暮らしの実現

指標：防災井戸設置数
（件）
目標値：171件
実績値：51件

　防災井戸の新設及び既存井戸の整備
に対する一部助成

　事前のアンケートで新規設置や既存
井戸の整備を希望した町内会分につい
ては、令和5年度中に完了予定となっ
ている。

　今後は申請があり次第予算措置を行
い、補助を行っていく。

防災危機
管理課

52 地域医療の充実 なし

　市内にある公的医療機関の運営経費
に対し助成することにより、医療体制
を強化する。

　市内にある公的医療機関である土浦
協同病院に対し、他の医療機関では対
応が困難な救急医療（小児を含む）・
周産期医療・小児医療等に対し、特別
交付税を活用した運営補助を実施し、
医療体制の充実を図ることができてい
る。

　特別交付税制度活用により助成して
いたが、同交付税に関する省令の令和
2年12月改正分から、当市における措
置率は10／10から4／10となり、負担
率が増加した。今後も当該制度内容に
変更の可能性がある。
　また、当該支援事業は令和6年度ま
でのものとなる。

健康増進課

自主防災組織の運営や各種取組に対する支援

土浦市自主防災組織活動育成事業補助金
土浦市自主防災組織運営事業補助金

防災井戸の整備支援

防災井戸整備補助事業

公的医療機関運営支援事業

公的医療機関運営支援事業

①現地調査、先進地視察、相続人調査
委託
②相続財産管理人選任制度活用事業、
相談会事業、空家バンク住宅リフォー
ム費用助成金
③応急措置費用、代執行費用
④協議会報酬

　様々な関係団体と協定を締結し連携
を図り、空家相談会の開催など空家の
予防及び早期対応に努めた。周辺に悪
影響を及ぼすおそれのある空家等に対
しては助言・指導を行うとともに、特
に危険性の高い空家等については特定
空家等に認定し、代執行や相続財産管
理人選任申立てなどを実施し、危険な
空家等の解消を進めた。また、空家バ
ンク制度及び空家バンク住宅リフォー
ム費用助成制度の創設により、空家の
利活用を図った。

　特定空家等の代執行や管理不全な空
家等の応急措置に要する費用について
は、回収が困難であることが予想され
る。債権回収に関するノウハウ等の研
究を進め、粘り強く回収を図る。ま
た、今後も引き続き、関係団体と連携
しながら、空家の啓発事業や管理不全
な空家等への指導など、各種施策を進
め、空家の予防、解消、利活用を推進
する。

生活安全課

48 安全な暮らしの実現

指標：防犯教室の開催
数（回）
目標値：30回
実績値：14回

防犯教室

　市民が犯罪に遭わず、安心して暮ら
せるよう、年齢、対象者、地域に応じ
た実例と対策について、講話や視聴覚
機器、防犯グッズを用い、防犯教室を
開催した。

　今後も出席者や犯罪の発生状況（年
齢層・地区・罪種等)を考慮した内容
の防犯教室を開催することにより、犯
罪に関する知識の普及啓発及び防犯意
識の向上を図る。

生活安全課

49 安全な暮らしの実現

指標：自主防犯組織数
（地区）
目標値：171地区
実績値：168地区

・土浦市自主防犯組織結成事業補助金
交付事業
・青色防犯回転灯設置費補助金交付事
業
・防犯のぼり旗配布事業

　令和4年度末現在、171町内会等のう
ち、168町内会等において、自主防犯
組織が結成され、結成率は98.2％と
なっている。
　ブロックごとの防犯パトロール講習
会開催や、土浦市青色防犯回転灯設置
費補助金の交付、防犯キャップ・防犯
のぼり旗等の配布など、自主防犯組織
の活動支援を行った。

　自主防犯組織未結成の3町内会に対
して結成を促すとともに、今後も、防
犯のぼり旗の配布などにより、自主防
犯組織の活動支援を継続する。

生活安全課

土浦市空家等対策計画に基づく各種施策の推進

①空家等調査関連事業
②空家等予防対策事業
③空家等解消対策事業
④協議会運営費

防犯教室・出前講座の拡充

防犯対策事業費

既存の防犯組織の活性化及び地域の自主的な防犯の取組に対する支援

防犯対策事業

47 安全な暮らしの実現

指標：管理不全な空家
等の削減件数（件）
目標値：350件
実績値：35件

46 安全な暮らしの実現

指標：放置自転車撤去
台数（台）
目標値：252台
実績値：314台

・放置自転車撤去業務委託
・放置自転車等保管手数料徴収委託
・放置自転車保管場所管理委託料

　自転車等放置禁止区域内の放置自転
車に対し、注意喚起警告札の貼付や、
駅周辺での朝の立哨指導による声掛け
等の実施により、放置自転車の撤去台
数は平成16年度の1,405台をピークと
して、減少しつつある。

　放置自転車等に対し、駅周辺での立
哨業務や、撤去業務等を継続して実施
していく。

生活安全課

放置自転車対策強化

自転車対策事業
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№ 施策方針 指標及び進捗度 事業概要 これまでの成果 課題及び今後の方針 担当課
施策方針
事業名

健康増進課

54 地域医療の充実 なし

・計画の進行管理、評価
・健康つちうら21計画推進委員会の開
催
・健康づくりアンケート
・次期計画策定

　市の健康課題「児童・生徒の約5割
が家庭内に喫煙者がおり、そのうち約
2割～3割が受動喫煙している」に対応
するため、禁煙外来医療費助成事業を
実施したが、内服禁煙治療薬の出荷停
止により、事業を休止している。
　同じく「健(検)診で指摘された人の
約1割が何もしていない」という健康
課題に対応するため、指摘事項の高い
「高血圧」「糖尿病・高血糖等」の指
摘を受けている市民を対象に、生活習
慣の改善を目的とした健康教室「上が
りぎみなら下げましょう血圧・血糖教
室」を開催した。

　本年度次期計画策定のための基礎資
料を得るための市民健康づくりアン
ケート調査を実施するとともに、現計
画の施策の進捗状況などを検証し、本
市の健康及び食育の課題を明らかに
し、継続的に実践できる具体的な施策
を検討する。

健康増進課

55
「選ばれるまち」としての
魅力の創造

指標：シティプロモー
ション専用ＨＰ
年間アクセス数（件）
目標値：90,934件
実績値：169,102件

・シティプロモーション専用ＨＰの維
持管理
・学祭ＴＳＵＣＨＩＵＲＡの開催
・インターネットを活用した情報発信
・職員向け研修の実施

　土浦の魅力的な風景、お店、イベン
トなどの情報を発信できるよう「意外
と○○！つちうら」の運用を平成28年
から開始し、市民との協働による情報
発信を促進している。
　また、「学びのまち土浦」という特
徴を活かし、高校生や卒業生の市への
愛着心、求心力を育むイベントとして
「学祭ＴＳＵＣＨＩＵＲＡ」を開催す
ることにより、高校生による活気のあ
るまちとしてのイメージの醸成が図ら
れている。

　現在「第2期シティプロモーション
戦略プラン」に基づき、シティプロ
モーションの推進に係る事業を展開し
ているところであるが、現在の戦略プ
ランの実施期間が、令和6年度末まで
となっているため、令和7年度から
「第3期シティプロモーション戦略プ
ラン」を新たに策定する必要がある。

広報広聴課

56
「選ばれるまち」としての
魅力の創造

なし

・移住セミナーイベントへの参加
・テレワーク移住体験ツアーの実施

　茨城県等が主催する移住セミナーイ
ベントに参加し、地方への移住に関心
のある方に、本市のまちの魅力や、充
実した福祉・教育環境・都心へのアク
セスの良さなどを知ってもらう契機と
なっている。
　また、地方への移住に関心のある首
都圏在住の子育て世帯の方に、実際に
土浦での生活を体験してもらうツアー
を実施し、移住及び二拠点生活の候補
地として、土浦をＰＲしている現状で
ある。

　シティプロモーション戦略プランに
掲げる長期目標（移住・定住者の獲得
による活力のある土浦の実現）に向け
て、引き続き、移住定住に係る事業を
推進していく。

広報広聴課

医療体制強化事業

土浦市健康増進計画・食育推進計画に基づく各種取組の推進

健康つちうら２１事業

基本施策 基本施策③ 「選ばれるまち」としての魅力の創造と定住のきっかけづくり

戦略的広報・シティプロモーションの推進

シティプロモーション推進事業

都内での移住フェアの開催その他の移住定住の促進策の実施

移住定住促進事業

地域医療教育学講座（筑波大学連携）

53 地域医療の充実 なし

　地域医療の充実を図るため、医師不
足等の医療課題に対する取組みとし
て、筑波大学へ寄附研究部門を設置す
る。

　平成24年度から筑波大学へ寄附講座
を開設し、霞ケ浦医療センター内に筑
波大学附属病院土浦市地域臨床教育セ
ンター（平成26年度まではステーショ
ン）が設置され、実診療を通した研究
が行われている。継続的に筑波大学の
寄附研究部門への寄附を通して、霞ケ
浦医療センターへの支援を行うことに
より、当センターの医師数、外来患者
数が増加している。それにより、本市
の地域医療の充実が図られ、そして市
民の安心・安全な暮らしに貢献するこ
とができている。

　本研究部門では、教員5名（教授4
名、講師1名）を基準として配置を
行っているが、令和4年度は筑波大学
の教員配置の都合上、教授3名、講師2
名の配置となったため、基準どおりの
配置を要望する。
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№ 施策方針 指標及び進捗度 事業概要 これまでの成果 課題及び今後の方針 担当課
施策方針
事業名

博物館・
上高津貝塚ふ
るさと歴史の

広場

61
郷土の歴史・文化を通じた
「ふるさと」づくり

郷土教育推進事業

①郷土教育の推進
②中学校職場体験の実施

納税課

58
「選ばれるまち」としての
魅力の創造

なし

・農林水産物及びその加工品のブラン
ド化
・都市と農村の交流
・交流拠点の利活用

　本事業と関連する事業には、そばま
つり事業及び田んぼアート事業があっ
たが、現在両事業ともに実施していな
い。
　また、過去に検討していた民間団
体、企業との協働事業についても新規
事業等の進展に至っていない。
　ＪＡ主催の農業体験（イモ掘り、そ
ば打ち）への人的協力を実施。

・都市と農村の交流事業の新規開拓
・民間団体、企業等との協働の充実

農林水産課

59
「選ばれるまち」としての
魅力の創造

なし

企業版ふるさと納税による地方創生事
業

　企業版ふるさと納税の寄付額は毎年
増加しており、地方創生の更なる充
実・強化に向けた事業を実施していま
す。また、市長が本市にゆかりのある
事業者に企業訪問を行い、企業版ふる
さと納税を通じた新たなパートナー
シップの構築に繋がっている。
【寄附額】R2　246千円、R3　3,354千
円、R4　4,300千円

　令和5年度からは、人材派遣型企業
版ふるさと納税制度を活用し、民間企
業の専門的知識を有する人材の派遣に
よる地方創生の取組を進めている。

納税課

60
郷土の歴史・文化を通じた
「ふるさと」づくり

指標指定文化財等調
査・研究、保護、普及
啓発に関する事業件数
（件）
目標値：3件
実績値：3件

①国選択無形民俗文化財「帆引網漁の
技術」の調査及び記録化を図る。
②遺跡において開発行為等が計画され
た際に調査を行うなどの保護を推進す
る。
③市史編さん関連図書等の刊行及びそ
れに関わる報酬等。

①霞ケ浦の帆引網漁の技術総合調査に
ついては、かすみがうら市・行方市と
共同して合同委員会を設立して実施し
ている。
②埋蔵文化財については、開発行為な
どに伴う事前試掘確認調査や発掘調査
を実施している。
③博物館の開館以来、古文書目録や資
集等を刊行し、地域の歴史・文化資産
の蓄積に努めてきた。令和4年度には
『土浦市史資料目録第32集』に加え、
『博物館ブックレット2　色川三郎兵
衛と土浦の水害』を刊行した。

①霞ケ浦の帆引網漁の技術については
令和6年度で総合調査が終了すること
から、令和7年度より調査成果を活か
した活用事業に移行する予定。
②埋蔵文化財保護事業については、今
後も適切な埋蔵文化財保護指導を進め
ていく。
③市史資料集等の刊行をはじめ、多様
で継続性のある事業を展開すること
で、地域の特性を明らかにし、歴史・
文化資産の蓄積に努める。また、令和
22年度の土浦市制施行100年の刊行完
成に向け、『新編土浦市史』編さん事
業を計画する。

文化振興課

イベント等を契機としたふるさと納税制度のＰＲ

ふるさと土浦応援寄附事業

土浦ブランドアップ推進事業における都市と農村の交流に関する取組

土浦ブランドアッププロジェクト推進事業

企業版ふるさと納税制度の導入の検討

ふるさと土浦応援寄附金（企業版）

市史・文化財等の調査（保護）と資料作成・活用

①「霞ケ浦の帆引網漁の技術」総合調査事
業
②埋蔵文化財保護事業
③市史編さん事業

57
「選ばれるまち」としての
魅力の創造

①学芸員による市内小中学校・義務教
育学校への出前授業
②中学生職場体験希望生徒の受け入れ

  郷土教育は各学校の要望（時期・
テーマ）をアンケートで聴取し、博物
館・考古資料館・文化生涯学習課の学
芸員が授業を行った。令和4年度は5校
282名の児童に霞ケ浦やレンコンなど
をテーマとし学年の水準に適した授業
を行った。
　中学校職場体験はカリキュラムに含
まれているキャリア学習に伴うもの
で、希望者に博物館（学芸員）の業務
を体験してもらう事業ですが、コロナ
のため学校が事業を中止した。

　郷土教育の重要性を各校に伝え、実
施校を増加させていく。前年度に郷土
教育を実施した学校は継続してくれる
傾向があるので引き続き、働きかけて
いく。
　中学校職場体験は、無理なく安全に
体験してもらうことを目指す。

指標：①郷土教育実施
学校数（校）、②中学
校職場体験（人）
目標値：①7校、②8人
実績値：①5校、②4人

　今後は各種返礼品の拡充やイベント
時などにおけるＰＲの実施により、本
市の自主財源確保を図るとともに、地
元の特産品等の新たな販路拡大などを
通して、地域の活性化に寄与します。

なし

　特産品等を返礼品として送り、ＰＲ
しながら寄付額を増やす。

　サイトのリニューアルや移行作業に
伴い、年度の終盤はサイトの受付を中
止したため寄付額は昨年度を下回りま
した。リニューアルに伴い、定期便や
予約受注などの新しい寄附受付方法が
可能になりました。
【寄附額】R2　567,097千円、R3
616,586千円、R4　508,411千円

11



№ 施策方針 指標及び進捗度 事業概要 これまでの成果 課題及び今後の方針 担当課
施策方針
事業名

商工観光課

66 定住のきっかけづくり

指標：①支給件数
（件）
②新婚世帯の転入者数
（人）
目標値：
①25件、②24人
実績値：
①26件、②35人

　新婚世帯を対象に新生活のスタート
に係る費用を補助する。

　事業の周知により年々支給件数や転
入者の増につながっている。

　令和5年度に国の補助要件が緩和※
したことにより、さらに対象者（支給
件数）の増が見込める。補助対象者数
の増に伴う、予算、財源の確保が課
題。
※世帯所得：400万円⇒500万円に拡大
補助額　：300千円が上限だが、夫婦
共に29歳以下の世帯は600千円に引上
げ

こども政策課

67 定住のきっかけづくり －

68
幼児保育・保育サービスの
拡充

なし

①病児・病後児等を実施する施設に対
する補助
②放課後児童クラブ室整備

①R2：2施設、R3：3施設、R4：5施設
②R3：土浦第二小学校第3児童クラブ
室整備

①認知度が低いため周知を図る必要が
ある。制度上、医師の証明が必要であ
り保護者の手続きに手間が生じる。令
和2年度から民間医療機関で病児保育
を実施しており年々利用者が増加傾向
にある。
②共働き家庭の増加、対象児童の拡大
により、一部の児童クラブで待機児童
が発生しているため、子育て世代の
ニーズを踏まえた児童クラブの整備を
進める。

保育課

戦略分野 戦略分野Ⅲ

65 定住のきっかけづくり
わくわく茨城生活実現事業（県連携）【再掲】

施策番号23と同様

結婚新生活支援事業

結婚新生活支援事業

Ｕターン促進型奨学金制度の検討

なし

結婚・出産・子育ての応援、誰もが活躍できる地域社会の創造

62
郷土の歴史・文化を通じた
「ふるさと」づくり

指標：①校外学習参加
学校数（校）、②体験
講座参加人数（人）
目標値：
①83校、②540人
実績値：
①84校、②486人

①おもに6年生と3年生を対象とした校
外学習の実施
②はたおり、はたごしらえ、縄文土器
や布講座、勾玉など体験講座の開催

　校外学習は、博物館では昔の道具の
見学・解説やはたおりなどを、上高津
貝塚では展示室と広場の見学のほか、
火おこし体験などを行っている。両館
とも、それぞれ児童・生徒向けの体験
講座の他、成人向けの講座（はたごし
らえ・編布など）を行っている。とく
に上高津貝塚では筑波山ジオパーク推
進協議会の協力を得て、体験イベント
「どきどき体験」を開催している。親
しみやすい講座を通して、郷土土浦へ
の理解とふるさと意識を高める。

　市内の児童・生徒に対し郷土土浦へ
の関心や興味が育つよう講座の内容を
十分に検討し、更なる充実を図る。

博物館・
上高津貝塚ふ
るさと歴史の

広場

63
郷土の歴史・文化を通じた
「ふるさと」づくり

－

64 定住のきっかけづくり

指標：まちなか定住促
進事業（住宅関連助
成）利用実績（件）
目標値：240件
実績値：176件

家賃補助、住宅購入等借入金補助

　市外から中心市街地へ転入される子
育て世帯や新婚世帯に対して、家賃や
住宅購入等の借入金への補助を行い、
移住を支援してきた。これまで176世
帯に活用いただいている。

　移住のきっかけの一つとなるよう、
今後も補助を継続的に行い、中心市街
地への人口集約を図り、活力とにぎわ
いのある中心市街地を目指す。 都市整備課

博物館・上高津貝塚ふるさと歴史広場の活用

①校外学習
②体験講座

事業者連携によるしごと体験会の開催の検討

なし

まちなか定住促進事業（賃貸住宅家賃補助、建替え・購入借入金補助、住宅転用補助）

まちなか定住促進支援事業

基本施策 基本施策① 仕事と子育てが両立できる環境の構築

供給不足が見込まれる事業（0歳児保育、一部地区の放課後児童クラブ、病後児保育等）のサービス供給量の拡大

①病児・病後児保育事業
②放課後児童クラブ推進事業
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№ 施策方針 指標及び進捗度 事業概要 これまでの成果 課題及び今後の方針 担当課
施策方針
事業名

保育課

74
質の高い、利用しやすい保
育等サービスの提供

指標：保育所待機児童
数（人）
目標値：0
実績値：0

　国の多子世帯の軽減事業に、県市で
上乗せ軽減を実施。

　年収約360万円以上、640万円未満の
子どもを2人以上持つ世帯の
・第3子以降で3歳未満児:保育料を無
償化（平成28年度から）
・第2子で3歳未満児:保育料を半額
（平成29年度から拡充）
・第3子以降で3歳未満児の所得制限を
撤廃（令和元年度から拡充）

　県の制度に基づき実施しているた
め、今後とも協力・連携を図る。
【県】多子世帯保育料軽減事業費補助
金

保育課

75
質の高い、利用しやすい保
育等サービスの提供

保育課
多子世帯保育応援事業の検討

施策番号74の多子世帯保育料軽減事業にて実施

73
質の高い、利用しやすい保
育等サービスの提供

指標：保育所待機児童
数（人）
目標値：0
実績値：0

保育課

70
幼児保育・保育サービスの
拡充

指標：保育所待機児童
数（人）
目標値：0
実績値：0

　保育所等の整備に要する経費の一部
を補助することにより、保育施設等の
体制整備を図るとともに、本市の保育
及び子育て環境の更なる充実を図る。

　本施策の「小規模保育所の整備支
援」については、当初設置予定であっ
た事業者から取り下げの話があり、そ
の後設置の要望はない。

なし。

保育課

71
幼児保育・保育サービスの
拡充

指標：保育所待機児童
数（人）
目標値：0
実績値：0

　保育士等の確保が困難な状況に鑑
み、民間保育士の処遇を改善すること
で保育士の就業継続及び離職防止を支
援し、保育士が働きやすい環境整備と
質の高い安定的な保育の提供に努め、
児童福祉の増進を図る。

　民間保育士の処遇を改善すること
で、保育士が働きやすい環境整備を支
援することにより、質の高い安定的な
保育の提供と待機児童の解消を図るこ
とができた。

　全国的に保育士の確保が難しくなっ
ており、各自治体間の争奪戦の様相を
呈している。

保育課

72
質の高い、利用しやすい保
育等サービスの提供

指標：放課後子供教室
実施校数（校）
目標値：全校
実績値：全校

①子供教室運営委託
②児童クラブ運営委託（一体型運営）

①放課後子供教室は、平成20年度に宍
塚小学校が開所し、その後順次拡大
し、令和3年度に菅谷小学校が開所し
たことで、全校で実施となった。
②児童クラブと子供教室の一体型運営
については、平成28年度に下高津小、
神立小で実施し、その後順次拡大し、
令和5年度は9／16校で実施。（内訳）
土浦小、下高津小、大岩田小、真鍋
小、中村小、土浦二小、神立小、乙戸
小、菅谷小

　児童クラブと子供教室の一体型運営
のため両事業の連携を深め、事業の一
括委託を進める。

保育課

　クラブの設備・運営に関する基準に
従い、支援員の確保やクラブ設備の更
新を進め、クラブ環境の向上を図る。

　平成19年度の児童クラブ有料化に合
わせて、開所時間を30分延長し、午後
6時30分までとした。平成22年度か
ら、第1土曜日を開所し、年間250日以
上開所を実施した。令和3年冬休みか
ら、長期休業日の朝の開所時間を延長
し、希望者は午前7時30分から利用で
きるようにした。
　月曜日から金曜日　授業終了後から
午後6時30分まで
　第1土曜日、長期休業日等　午前8時
から午後6時30分まで
　夏・冬・春休み等長期休業日　午前
7時30分（希望者のみ）から午後6時30
分まで

　共働き家庭の増加、対象児童の拡大
により、児童クラブ支援員の確保が困
難な状況なため、開所時間のこれ以上
の延長は困難な状況である。今後は、
放課後子供教室と児童クラブとの一括
委託を拡大し、子育て世代のニーズを
踏まえたクラブの運営を進める。

69
幼児保育・保育サービスの
拡充

指標：長期休業日にお
ける朝の延長利用実施
校数（校）
目標値：16校
実績値：16校

利用者負担額見直し事業

多子世帯の保育料軽減

多子世帯保育料軽減事業

利用者負担額の減額 　令和元年度までは周辺市町と比較し
て高い傾向にあった。
　そのため、令和2年度初めに利用者
負担額の見直しを実施し、近隣市町の
平均額よりも低い金額とした。

　令和2年度に利用者負担額の見直し
を行い、近隣市町の平均額より低い金
額とした。
　今後も近隣市町村の利用者負担額の
動向を注視していく。

放課後児童クラブの開所時間の延長

放課後児童クラブ推進事業

小規模保育事業所の整備支援

私立保育園整備事業

民間保育所等に対する運営支援

民間保育所等運営費補助事業

放課後子供教室・放課後児童クラブの一体運営

①放課後子供教室推進事業
②児童クラブ運営委託（一体型運営）

特定教育・保育施設利用者負担額の見直し検討
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№ 施策方針 指標及び進捗度 事業概要 これまでの成果 課題及び今後の方針 担当課
施策方針
事業名

76
時代に合った子育て支援の
充実

小地域交流サロン事業の拡大

指標：小地域交流サロ
ン事業の実施数
目標値：37か所
実績値：32か所

　高齢者等が徒歩で参加できる日常生
活圏を拠点として、地域住民とボラン
ティアがともに企画運営していく地域
福祉活動を推進する事業

　ひとり暮らしや家の中で過ごしがち
な高齢者等と地域住民が、自宅近くの
身近な場所に気軽に集い、ふれあいを
通して生きがいづくり・仲間づくりの
輪を広げるきっかけとなっているほ
か、地域の介護予防の拠点としての役
割も担っている。

　新規に開設されるサロンが増えてき
ている中で、サロン運営者の高齢化や
内容の縮小化によって解散となるサロ
ンもあるため、実施数はそれほど増加
していない。サロン運営者との関係構
築を図り、細やかな相談対応ができる
よう努めていく。

社会福祉協議会
ふれあい・いきいきサロン事業

こども政策課

78
時代に合った子育て支援の
充実

なし

子育て施設の動画を作成、周知により
利用促進を図る。

　令和元・2年度においては、市のバ
スを活用し、子育て施設を巡回し、施
設見学を行っていたが、新型コロナウ
イルス感染症の影響などから、申込者
数の不況もあり、令和3年度は中止、
事業の見直しを行うこととした。
　見直し内容の検討の結果、施設見学
なしに施設の内容がわかるよう、子育
て施設の一部の動画を令和4年度に作
成し、市ＨＰやＹｏｕＴｕｂｅで放映
し広く周知を図った。

　動画の再生回数や、動画を見ての利
用者がどの程度いるかなどの調査、分
析により、費用対効果を確認し、その
他の子育て施設の動画作成、ＰＲなど
の必要性を検証する必要がある。

こども政策課

79
時代に合った子育て支援の
充実

①市内の幼児教育施設と連携しながら
就学前教育を推進する。
②子育てにおいて必要となる家庭教育
に関する講座を開催する。

　関係各課の取組状況と課題を共有
し、連携事業の見直しを行うことで、
幼児期から小学校へのスムーズな育ち
と学びの接続につながった。
　また、親力アップ講座を通して子育
ての不安解消に努めるなど、家庭教育
に関する支援により、教育力の向上が
図れた。

　幼児教育施設と小学校が相互の取組
を理解し、接続期の活動がさらに推進
できるよう情報共有と研修を実施す
る。
　社会の変化に応じた保護者のニーズ
に対応できるよう、開催方法や講座内
容を検討する。

生涯学習課

80
時代に合った子育て支援の
充実

指標：事業実施団体
（高齢者クラブ）数
目標値：22
実績値：19

高齢者クラブが実施する生活文化の伝
承、児童等との世代間交流活動を推進
する事業

　コロナ禍においても可能な限り世代
間交流の場を設けるため、感染症対策
を講じながら取組んでいるクラブも見
られた。
　世代を超えたふれあい活動を実施す
ることで、高齢者の生きがいを高め児
童等の健全育成を図っている。

　少子化の影響等により事業を継続で
きないクラブが見られる。
　高齢者と子供の交流活動を通じて双
方の価値観を理解し合える貴重な機会
となる本事業については、今後も高齢
者クラブの会合等で積極的に周知啓発
し、引続き推進していく。

高齢福祉課

児童・生徒や乳幼児とその保護者が安全かつ快適に利用できる施設環境の充実

①保育施設等長寿命化計画策定事業
②認定こども園土浦幼稚園整備事業

子育て支援施設見学会の実施

子育て支援施設利用促進事業

就学前教育の推進

①就学前教育推進事業
②親力アップ講座

高齢者・子どもふれあい事業の拡充

高齢者と子供のふれあい事業

77
時代に合った子育て支援の
充実

なし

76
時代に合った子育て支援の
充実

指標：①子育てサロン
「わらべ」利用人数
（人）
②子育てサロン「のぞ
み」利用人数（人）
目標値：
①3,500人、②3,500人
実績値：
①2,968人、②3,006人

　親同士子ども同士が交流できる場を
提供することにより、子育てに関する
不安解消など子育て支援活動を行う。

　令和3年度から新型コロナ感染症が
流行し利用者数が減少したが、2つの
サロンで会議を開くなど利用者の様子
やイベントなど共通理解する。コロナ
での規制も少しづつ減らすことで、新
規の利用者数もコロナ前に戻りつつあ
る。

　コロナ感染症の対応をしつつ、新規
利用者の増加を図る。
行事予定などＨＰの更新をし、子育て
をしている親への周知を図り子育て支
援の場として情報提供をしていく。

保育課

基本施策 基本施策② 安心して子育てできる環境の構築

小地域交流サロン事業の拡大

子育て交流サロン運営事業

なし

①公立保育所や子育て支援施設の維持
のため財政負担の平準化等を図る。
②多様な教育保育のニーズに対応する
ため公立の認定こども園を整備する。

　一部の公立保育所、子育て支援施設
については、築40年以上が経過してお
り、老朽化対策が喫緊の課題となって
いたことから、保育・子育て支援サー
ビスの安定的な提供と、施設改修に係
る財政負担の平準化などを目的に、令
和4年度に保育施設等の長寿命化計画
を策定した。

　長寿命化計画に基づく改修、改築に
係る予算の確保と、改修期間に係る児
童、施設の対応について整理する必要
がある。
　また、一部の子育て支援施設につい
ては、「土浦市公共施設等再編・再配
置計画」に基づき、移転、廃止等を検
討する必要がある。
　多様な教育・保育ニーズへの対応と
して、老朽化対策が課題となっていた
東崎保育所の保育機能と、廃園を予定
していた土浦幼稚園の園舎改修によ
り、本市で初めてとなる公立の幼保連
携型認定こども園「認定こども園土浦
幼稚園」を令和5年10月に開園する。
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施策方針
事業名

こども政策課 

86
子育てにやさしい都市機能
の構築

指標：バリアフリー特
定事業着手率(％)
目標値：80％
実績値：75％

バリアフリー特定事業の進行管理 　高齢者、障害者等の当事者団体の代
表、学識経験者、公共交通事業者、道
路管理者、市などで構成するバリアフ
リー推進協議会での協議と意見交換会
などを行いながら、特定事業を推進し
ている。
　また、バリアフリー教室において、
小中学生を対象に本市のバリアフリー
の取り組みについて紹介をしている。

課題：総合的なバリアフリーの推進に
は事業者の理解と実施が重要。行政は
事業者の立場、市民と事業者を結ぶ仲
介役の立場両面が期待されることか
ら、実際の利用者等とも協働し質の高
いバリアフリーを行う必要がある。

今後の方針：引き続き特定事業の推進
を計る。

都市計画課

「赤ちゃんの駅」の拡充

赤ちゃんの駅整備事業

バリアフリー特定事業計画の推進

バリアフリー推進協議会運営事業

指標：赤ちゃんの駅の
設置数
目標値：80か所
実績値：31か所

　授乳・おむつ交換ができる施設を赤
ちゃんの駅として登録する。

こども政策課 

82
安心して妊娠・出産・子育
てができる環境づくり

なし

①若い男女が共同作業を通して互いの
感性を高め、豊かな人間関係を築くた
めの講座を開催する。
②家庭生活における男性の家事参画を
進めるとともに、親密で良好な親子関
係を築くため、小中学校の子どもと父
親を対象としたクッキング講座を開催
する。
③家庭における男女共同参画促進のた
め、家事等の家庭生活に関する講座を
開催し、固定的性別役割分担意識の解
消を図る。
④若い時から仕事と家庭の調和を図
り、安心して妊娠・出産・子育てを終
えつつ、息の長い現役生活が送れるよ
うに、切れ目ない支援を行う。

　男女共同参画セミナーは、若者の交
流支援、家庭の生活セミナー（男性の
料理教室）、父と子の料理教室、ライ
フサイクルバランス事業など、特に若
い世代の参加を促し、啓発を行うこと
によって、男女共同参画社会の実現を
目指している。
　令和2年度以降、新型コロナウイル
ス感染症の流行によって、講座が実施
できないことや、実施できても人数を
大幅に絞らざるを得ないことなど様々
な影響があったが、新型コロナウイル
スに配慮しながら、講座の質を維持し
て実施することにより、講座ごとに
行っているアンケートは満足度が高い
結果となっている。

　男女共同参画推進については、意識
の啓発によるところが大きいため、長
いスパンで事業を実施していくことが
重要であると考えている。啓発を目的
としたセミナーであっても市民のニー
ズに合わせた内容にするとともに、参
加しやすい開催時期等を検討して、よ
り多くの人が参加できるセミナーにし
ていきたい。 人権推進課

83
安心して妊娠・出産・子育
てができる環境づくり

指標：産後ケア利用日
数（日）
目標値：30日
実績値：59日

①産婦健康診査2回分の受診票を交付
し、総額1万円を助成。
②生後4か月未満の母子を、専門職が
訪問し、育児相談等を行う。
③支援が必要な母子に対し、産後ケア
施設等を活用し相談支援を行う。

　産後2週間と1か月に医療機関で行う
産婦健康診査と、新生児期から生後4
か月未満の時期に訪問する乳児家庭全
戸訪問において、産後うつ質問票を活
用した面談と相談支援を行うことで、
支援が必要な子育て世帯に対し、早期
介入ができた。
　また、産後、育児不安や親族等から
家事育児の支援が受けられず、支援が
必要な母子には、産後ケア等の支援を
行い、不安や負担の軽減を図ることが
できた。

　伴走型相談支援や妊婦訪問支援事
業、産前産後ヘルパー事業などの、妊
娠期から開始している支援を新たに加
え、切れ目ない支援を行う体制を整え
る。

こども包括
支援課

84
安心して妊娠・出産・子育
てができる環境づくり

指標：出張相談延件数
（件）
目標値：250件
実績値：351件

　子育て支援コンシェルジュを配置
し、相談支援や情報提供を行う。

　令和3年度の機構改革により母子保
健係に移管となり、母子保健事業とも
連携して相談支援する機会が増えてい
る。
（令和4年度）
・出張相談　年72回351件
・健診・育児相談での相談　年92回
・ペアレントトレーニング　年7回
・1歳児すくすく電話相談　502件

　子育て支援コンシェルジュが1名体
制のため、人材確保に努め、今後も出
張相談の機会を増やし、生活に身近な
場で気軽に相談できる環境を整える。
　また、助産師や保健師と連携し、妊
娠・出産・子育て期をとおして、切れ
目ない相談支援を行う。

こども包括
支援課

男女共同参画センター事業の展開

①若者交流支援セミナー
②父と子の料理教室
③家庭の生活セミナー
④つちうらライフサイクルバランス事業

産後ケア、乳児家庭への全戸訪問、産婦健康診査など産後初期の母子健康支援の充実

①産婦健康診査事業
②乳児家庭全戸訪問事業
③産後ケア事業

子育て支援コンシェルジュの配置

利用者支援事業

子育て応援講座の充実

なし

85
子育てにやさしい都市機能
の構築

　平成24年度に開始した当事業につい
ては、市からの働きかけで登録施設数
を確保した一方で、登録基準・体制や
その後の状況把握ができていなかった
ことから、令和4年度に要綱を制定
し、あらためて対象となる施設の登録
を行った。

　令和4年度の施設再登録の基準に
あっては、不特定多数の利用者が見込
めない保育所等は除外したため、事業
開始当初の登録数と比較すると減少と
なった。
　今後の課題は、定期的な登録施設の
状況把握・情報共有と、さらなる事業
周知などにより、民間施設を取り込ん
で、登録施設数の増から、より安心し
て外出できる環境整備を図る。

81
安心して妊娠・出産・子育
てができる環境づくり
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№ 施策方針 指標及び進捗度 事業概要 これまでの成果 課題及び今後の方針 担当課
施策方針
事業名

都市整備課

90
切れ目のない経済的支援の
実施

指標：チャイルドシー
ト貸出数（台）
目標値：164台
実績値：134台

チャイルドシート購入事業 　令和4年度において、機種転換(更
新)を目的としたチャイルドシートの
購入(100台)を実施した。
　希望者に対し、円滑な貸し出しを
行った。

　被貸与者の使用状況等によって、
チャイルドシートの損傷等（破損・汚
損・部品の紛失等を含む。）が異なる
ため、随時、貸与可能台数の適切な把
握に努める。
　また、借用申請者に対する円滑な貸
出しを実現するために、令和5年度に
おいても、さらに100台チャイルド
シートを追加購入し、計画的な機種転
換（更新）を実施していく。

生活安全課

まちなか定住促進事業（賃貸住宅家賃補助、建替え・購入借入金補助）【再掲】

施策番号64と同様

チャイルドシート貸出事業

交通安全対策事業

89
切れ目のない経済的支援の
実施

こども政策課

88
切れ目のない経済的支援の
実施

なし

　15歳に到達後の最初の年度末までの
児童を養育している方に手当を支給す
る。

児童手当受給状況（各年年度末）
　令和2年度　受給者　9,479人、児童
15,410人
　令和3年度　受給者　9,313人、児童
15,062人
　令和4年度　受給者　8,811人、児童
14,219人

　少子化により児童手当の給付件数等
が減少傾向である。
　今後も児童手当法に基づき、継続し
て手当の支給を実施していく。
※令和5年6月13日に国の「こども未来
戦略方針」にて、令和6年10月分から
所得制限を撤廃し、支給対象児童を18
歳に到達後の最初の年度末（高校生年
代まで）の児童に延長する旨方針が打
ち出された。

こども政策課

88
切れ目のない経済的支援の
実施

なし

特定不妊治療に係る費用の一部助成 　平成23年度から、茨城県不妊治療費
助成事業の上乗せ助成として事業を開
始した。（1回5万円を上限とし、通算
10回まで）
　令和3年1月1日以降の治療者から、
所得制限を撤廃して助成を拡充した。

（実績）令和2年度　71組に助成し、
13人出生。
令和3年度113組に助成し、19人出生。
令和4年度　77組に助成し、13人出
生。

　令和4年4月1日から特定不妊治療は
保険適用となり、令和4年3月31日を
もって、助成事業は終了となった。
　令和4年度は経過措置として、令和3
年度に治療を開始して、令和4年度に
またがる治療をしている方1回分につ
いての助成を行った。

こども包括
支援課不妊治療費助成事業

既存支援制度の継続運用・改善

マタニティタクシー利用料金助成事業

既存支援制度の継続運用・改善

児童手当支給事業

既存支援制度の継続運用・改善

切れ目のない経済的支援の
実施

指標：マタニティタク
シー利用助成券の使用
率（％）
目標値：50％
実績値：62.8％

　健診時等で利用するタクシー料金を
助成し、妊娠に伴う経済的負担を軽減
する。

　新型コロナウイルス感染症対策とし
て、妊産婦が感染リスクの高い公共交
通機関を利用せず、タクシーを利用し
て外出できるよう、令和2年10月から
開始した当事業については、当初はタ
クシー利用1回にあたり初乗り料金相
当分（740円）の助成としていたが、
令和4年度の利便性の向上を目的に、
500円/枚のチケットを複数枚利用でき
るよう見直しをかけたところ、使用率
も向上している。

　令和5年度も見直しをかけ、上限10
千円を20千円に拡大し、妊産婦の妊娠
時の経済的負担をさらに軽減するとと
もに、効果的な利用につなげる。
　現在は紙ベースのチケットを採用し
ていることから、社会情勢などを考慮
し、さらなる利便性の向上を目的に、
電子決済などの手法も検討していく。

87
子育てにやさしい都市機能
の構築

指標：バリアフリー特
定事業着手率(％)
目標値：80％
実績値：75％

①神立駅東口広場及び歩行者専道整備
②市道Ⅰ級38号線整備
③市道Ⅰ級22号線外歩道整備

　高齢者、障碍者の当事者団体の代
表、学識経験者、公共交通事業者、道
路管理者、市などで構成するバリアフ
リー推進協議会での協議と意見交換会
などを行いながら、特定事業を推進し
ている。また、バリアフリー教室にお
いて、小中学生を対象に本市のバリア
フリーの取り組みについて紹介してい
る。（道路新設改良事業では道路整備
事業を行っている。）

課題：総合的なバリアフリーの推進に
は事業者の理解と実施が重要。行政は
事業者の立場、市民と事業者を結ぶ仲
介役の立場両面が期待されることか
ら、実際の利用者当とも協働し、質の
高いバリアフリーを行う必要がある。
今後の方針：令和6年度に土浦市バリ
アフリー特定事業計画の見直し予定。
引き続き特定事業の推進をはかる。

道路建設課

道路新設改良事業（バリアフリー特定事業）

①神立駅東口整備
②市道Ⅰ級38号線整備事業
③市道Ⅰ級22号線外歩道整備事業

88
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№ 施策方針 指標及び進捗度 事業概要 これまでの成果 課題及び今後の方針 担当課
施策方針
事業名

こども政策課

98
若者の結婚への気運醸成・
意識啓発と支援

こども政策課

99
若者の結婚への気運醸成・
意識啓発と支援

こども政策課

若者の結婚への気運醸成・
意識啓発と支援97

こども政策課

94 出会いの場の創出

指標：婚姻率（人口
1,000 人当たり）
目標値：5.9
実績値：4.2

婚活パーティの開催 　県が養成するマリッジサポーター等
が、市内で開催する結婚相談会に対し
て開催場所、広報の支援を行ってい
る。
　また市でも平成29年度から年に数
回、婚活パーティを開催し、一定の参
加者を確保しているものの、成婚につ
ながる実績がなく、新型コロナウイル
ス感染症の拡大による事業の中止に合
わせて見直しを図っている。

　県が設置する「いばらき出会いサ
ポートセンター」ではＡＩによるマッ
チングや、結婚相談会も開催している
ことから、マリッジサポーターの活動
と併せて支援を継続し、成婚者の増に
つなげていく。 こども政策課

95 出会いの場の創出 －

96
若者の結婚への気運醸成・
意識啓発と支援

指標：婚姻率（人口
1,000 人当たり）
目標値：5.9
実績値：4.2

いばらき出会いサポートセンターの運
営経費負担

　県が設置する「いばらき出会いサ
ポートセンター」では、ＡＩを活用し
たマッチング機能の導入や、結婚相談
会の開催などを通じて、本市民も含め
登録者数は増加しており、成婚につな
がっているが、婚姻率の向上に至って
いない。

　若者がいかに結婚やその後の出産に
対して前向きになってもらえるか、子
育て環境の向上が課題である。
　令和5年度からは、本市においても
「いばらき出会いサポートセンター」
と連携し、年に3回程度の結婚相談会
を開催する予定。

こども政策課

各種イベント・いばらき出会いサポートセンターとの連携強化

結婚支援事業

独身者のイベント参加型の出会いの場の提供及びカップリングの支援

結婚支援事業

（仮称）3/2成人式（20歳＝成人式の30歳版）開催の検討

91
切れ目のない経済的支援の
実施

なし

小児の医療費助成対象を高校生まで拡
大する。

　小児の医療費助成については、県制
度として所得制限以内の小学生までの
外来費及び高校生相当年齢までの入院
費の助成、市制度として所得制限超過
者を含む中学生までの外来費及び高校
生相当年齢までの入院費の助成を行っ
ていた。
　令和2年10月より、上記に加え、市
制度として高校生相当年齢の外来費及
び所得制限超過者の助成を行った。そ
れにより、約3,600名が新たに医療福
祉費受給者証の対象となり、扶助費が
増額したが、子育て世帯の医療費負担
の軽減につながっている。

　県内全市町村で小児の医療費助成対
象が高校生まで拡大されている。

国保年金課

92
切れ目のない経済的支援の
実施

こども政策課

小児の医療費助成対象の拡大による子育て世帯の医療費負担の軽減

小児医療福祉費助成事業（市単独拡大）

多子世帯への経済的支援の検討

なし

なし

県事業との協力・連携

結婚支援事業

婚活応援企業等の募集・組織化の検討

なし

企業向け婚活支援セミナー開催等の検討

なし

結婚新生活支援事業【再掲】

施策番号66と同様

93 出会いの場の創出

指標：婚姻率（人口
1,000 人当たり）
目標値：5.9
実績値：4.2

いばらき出会いサポートセンターの運
営経費負担

　県が設置する「いばらき出会いサ
ポートセンター」では、ＡＩを活用し
たマッチング機能の導入や、各地での
結婚相談会の開催などを通じて、本市
民も含め登録者数も増加しており、成
婚者につながっているが、婚姻率の向
上に至っていない。

　若者がいかに結婚やその後の出産に
対して前向きになってもらえるか、全
国的な子育て環境の向上が課題であ
る。
　令和5年度からは、本市においても
「いばらき出会いサポートセンター」
と連携し、年に3回程度の結婚相談会
を開催する予定。

基本施策 基本施策③ 結婚支援の充実
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№ 施策方針 指標及び進捗度 事業概要 これまでの成果 課題及び今後の方針 担当課
施策方針
事業名

人権推進課

102
女性の活躍とワークライフ
バランスを促す取組

－

103
女性の活躍とワークライフ
バランスを促す取組

指標：ワークエンゲー
ジメント
目標値：3.7
実績値：3.7

なし なし 　庁内のワークライフバランスを促す
働き方改革の手段として、休暇制度の
見直しや時差出勤・フレックスタイム
制等の新制度導入などを検討してい
く。
　このほか、ワークエンゲージメント
向上の施策として、行政需要に応じた
人材育成・人材確保、人事管理制度の
見直し、人材マネジメントの推進、メ
ンタルヘルス対応などのきめ細やかな
職員対応などを進めていく。

人事課

104 高齢者の生きがいづくり

指標：ボランティア登
録者数（人）
目標値：73人
実績値：24人

　ボランティア活動実績に応じて評価
ポイントを換金して交付する。

　平成21年度から新規事業として開始
以来、平成25年度までは、登録者数に
ついて年々増加していた。
　新型コロナウイルス感染症の影響か
ら、特別養護老人ホームでの活動が制
限されたことが影響し、登録人数が減
少している。

　広報紙への掲載やチラシを作成しＰ
Ｒを展開する。
　また、ボランティア活動をされる方
が身近で参加しやすい場所を確保する
ために、今後も市が指定する施設の拡
充を図っていく。

高齢福祉課

101
女性の活躍とワークライフ
バランスを促す取組

なし

　地域における男女共同参画を推進す
るため、「協働のまちづくりシンポジ
ウム」「男女共同参画センターフェス
ティバル」を統合して一層の啓発を図
る。

　令和3年度より市民活動課男女共同
参画室で実施していた「男女共同参画
センターフェスティバル」と、市民活
動課市民協働室で実施していた「協働
のまちづくりシンポジウム」を統合
し、実施しているところですが、令和
3年度においては、新型コロナウイル
ス感染症の流行により、パネル展と講
演会のオンライン配信のみを実施。
令和4年度においてはじめて、実際に
実施することができた。

　今後も統合して開催予定。
 男女共同参画と、協働のまちづくり
が共により推進できる、相乗効果が期
待できるような内容を検討していく。

テレワークを活用した雇用機会の創出支援の検討【再掲】

100
女性の活躍とワークライフ
バランスを促す取組

なし

①企業の心得や支援情報などの起業に
必要な知識を学び、女性の起業に向け
た支援を行う。
②男女共同参画社会の実現に向け、妊
娠、出産、子育てをしながら働く人を
支援するため、企業人事担当者、復職
者、復職を目指している人を対象とし
た復職支援セミナーを開催する。

　令和3年3月に策定した第４次土浦市
男女共同参画推進計画に基づき、女性
活躍及びワークライフバランスを促す
取り組みを実施している。
　女性の起業支援セミナーについて
は、土浦市商工会議所と連携し、セミ
ナーと講演を実施しており、実際に参
加者の中で起業をした方がいるなど、
一定の成果を上げている。
　復職支援セミナーについては、新型
コロナウイルス感染症の流行により、
令和2・3年度においては実施ができな
かったが、令和4年度は国が実施して
いる地域女性活躍交付金を活用し、復
職・就労支援セミナーとして全2回、
それぞれ4回の講座と、3回の講座に分
けて実施した。

　毎年の進行管理を行いながら、課題
の洗い出しと、検討を重ねていく。
関係機関と連携しながら、効果的に事
業を展開していきたい。

人権推進課

施策番号28と同様
働き方改革における取組の充実（子連れ出勤制度の導入の方策の検討等）

人事管理事業

介護保険ボランティア制度

介護支援ボランティア制度事業

基本施策 基本施策④ 女性、高齢者、障害者、外国人等誰もが活躍できる地域社会づくり

土浦市男女共同参画推進計画に基づく各種取組の推進

①女性の起業支援セミナー
②復職支援セミナー

協働のまちづくりシンポジウムと男女共同参画センターフェスティバルの合同開催

男女共同参画×市民協働フェスティバル
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№ 施策方針 指標及び進捗度 事業概要 これまでの成果 課題及び今後の方針 担当課
施策方針
事業名

市民活動課

110
市民主体のまちづくりの推
進

指標：①出前講座実施
件数（件）、②地域防
災訓練出向件数（件）
目標値：①10件、②5件
実績値：①3件、②1件

　平時における、地域の自主的な防災
活動への職員派遣

　出前講座や防災訓練への職員派遣に
より、地域の防災力の強化に勤めた。
　新型コロナウイルス感染症の影響に
より、出前講座依頼回数や地域防災訓
練が実施される回数が減少していた
が、今後は職員出向回数の増加が見込
まれる。

　地域防災サポーターの講座講師とし
ての育成や、活用についての検討が必
要となる。

防災危機
管理課

基本施策 基本施策① 持続可能なコミュニティの確立

自主防犯組織及び自主防災組織等の市民活動に対する継続的支援

地域防災力強化事業

戦略分野

高齢福祉課

106
障害者の就労支援と働く場
づくり

指標：ボランティア登
録者数（人/年）
目標値：55人
実績値：17人

　障害者がサービスを選択し、サービ
ス提供施設・事業者と対等な関係に
立って、契約に基づきサービスを利用
する場合に支援費を支給する（扶助
費：就労移行支援、就労継続支援）。

　就労を希望する者を対象とした就労
移行支援と、企業等に就労することが
困難な者を対象とした就労継続支援の
サービスの提供を通じて、一般就労に
向けた支援や職場への定着のための支
援等を行っている。事業所と利用者の
数が増えており、給付額が増加してい
る。コロナ禍の影響を受け、令和4年
度の一般就労者数は目標値を下回って
いる。

　就労は、障害者が地域で自立した日
常生活又は社会生活を送るための基盤
となるものであり、今後も推進してい
く必要がある。就労には、景気等の社
会情勢の影響を受けることになるが、
今後、障害者雇用率の引上げが予定さ
れていることから、引き続き就労支援
事業所と連携しながら、一般就労者数
の増加に向けて事業を推進していく。

障害福祉課

107
障害者の就労支援と働く場
づくり

なし

　福祉の店「ポプラ」（ウララ店・中
央店）社会福祉協議会に委託して、市
内外の社会福祉施設等で製作した作品
（工芸品・パンや菓子など）を販売す
ることにより、障害者の就労訓練、社
会参加活動及び地域交流を支援する。

　雇用契約による障害者の就労機会の
提供（ウララ店・中央店、各2名）、
市内外の社会福祉施設等（54箇所）で
製作した作品（工芸品・パンや菓子な
ど）の販売、ひな祭り期間中の中央店
展示室における障害者（児）施設利用
者が作成したひな人形の展示、近隣の
施設利用者の訪問などにより、障害者
の就労訓練、社会参加活動及び地域交
流が図られている。

　障害者の雇用契約期間は6か月間で
あるが、契約期間終了後に、次の就労
先につながりにくいことが課題である
ため、就労支援事業所とも連携を図り
たい。引き続き、障害者の就労訓練、
社会参加活動及び地域の交流を図る場
を提供していく。

障害福祉課

108
「外国人市民」が地域づく
りへ参加する環境の整備

なし

・多言語翻訳機ＫＯＴＯＢＡＬ購入・
使用料
・職員向けやさしい日本語研修

　令和3年度に翻訳機を購入し、継続
使用。各課・施設に貸し出しを行い、
窓口対応や外国人世帯訪問時の補助と
している。令和3年度に職員向けのや
さしい日本語研修を実施。外国人と接
する際に、無理に外国語を用いず、簡
単な日本語もコミュニケーションが取
れるツールであることを学んだ。

　土浦市の在住外国人数は年々増加の
傾向にあり、外国人対応は必須となる
ことから、翻訳機の認知度や在庫数を
増やし、体制を充実させていきたい。
やさしい日本語に関しても、より多く
の職員に認知してもらえるよう、研修
等を実施していきたい。

市民活動課

生きがい対応型デイサービス事業

生きがい対応型デイサービス事業

就労支援事業の充実

障害者自立支援給付費支給事業

福祉の店「ポプラ」の活用

障害者社会参加活動支援事業

多文化共生意識の啓発

多文化共生推進事業

外国人市民への生活情報やイベント情報などの提供及び本市の魅力のＰＲ

土浦市外国人生活ガイドブック改訂事業

戦略分野Ⅳ 持続可能な地域の創造

105 高齢者の生きがいづくり

指標：年間利用者数
（人）
目標値：72,000人
実績値：41,810人

　地域の空き家や空き店舗を有効活用
し、高齢者を対象に健康や生きがいに
関する活動、創作活動及び趣味活動の
場を提供する団体への運営費補助

　平成13年度から全中学校地区に設置
を開始し、平成25年度の六中地区を最
後に、全中学校地区での整備が完了し
ている。地域の福祉団体がボランティ
アの協力のもと、地域の実情に応じた
高齢者の生きがいづくり、健康増進に
資する事業を展開している。

　コロナウイルス感染症の影響を受
け、時期によって休館対応を依頼して
いたことから、令和2年度から利用者
数が大幅に減少しています。令和4年
度については休館対応は無かったた
め、利用者数の回復が見受けられる。
　土浦市ふれあいネットワークプラン
の一般介護予防事業として位置づけら
れていることから、運営団体と連携を
図りながら事業内容の拡充に努め、高
齢者の健康増進、生きがいの創出を目
的とした本事業を、引き続き推進して
いく。

109
「外国人市民」が地域づく
りへ参加する環境の整備

なし

土浦市外国人生活ガイドブック改訂筆
耕翻訳

　平成26年度に8言語（日、英、中、
葡、西、韓、インドネシア、タイ）で
作成した土浦市外国人生活ガイドブッ
クの内容を更新し、新たにベトナム語
版を作成。

　市ＨＰでガイドブックの閲覧ページ
を作成するほか、主に市役所に来庁す
る外国人を対象に、閲覧ページにアク
セス可能なQRコードを掲載したカード
を窓口にて配付予定。
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№ 施策方針 指標及び進捗度 事業概要 これまでの成果 課題及び今後の方針 担当課
施策方針
事業名

市民活動課

112
市民主体のまちづくりの推
進

なし

　市民等が行う地域の活性化事業（市
民提案事業）や、所有者等が行う建造
物等の修景工事（景観形成事業）を支
援する。

　本事業を通して中城通り周辺の修景
が進み、良好な景観形成に寄与した。
・景観形成事業利用件数（R2～R4）4
件

　利用件数が減少傾向にあることか
ら、引き続き周知を図るとともに、新
たな補助メニューの検討を行いたい。
　特に、令和5年度に歴史的風致維持
向上計画を策定予定であることから、
歴史的風致に係る建造物の保全・活用
に係るメニューを検討したい。

都市計画課

113
市民主体のまちづくりの推
進

人権推進課

114
市民主体のまちづくりの推
進

指標：地域コミュニ
ティ整備後の利用者数
率
目標値：181.02%
実績値：80.2%

 地域コミュニティ活動の拠点となる
地域公民館、集会施設の新築等に対す
る補助を行うことにより、地域コミュ
ニティの活性化と自治組織の醸成を図
る。

　平成13年～令和4年の実績
新築等44件（753,200千円）、修繕等
52件（138,280千円）、用地取得補助0
件（0千円）
※R4要綱改正により、新築等補助から
用地取得補助を分離し、別補助メ
ニューとして新設。

　これまでまちづくり基金を活用し補
助をしてきたが、令和5年度より一般
財源により事業を実施している。その
ため、各年度の上限（25,000千円）を
設け、補助を希望する町内会等は、順
番待ちをしている状況である。

市民活動課

協働のまちづくりファンド事業

土浦市協働のまちづくりファンド（ソフト）事業

協働のまちづくりファンド事業

土浦市協働のまちづくりファンド（ハード）事業

協働のまちづくりシンポジウムと男女共同参画センターフェスティバルの合同開催【再掲】

施策番号101と同様
地域コミュニティ活動の拠点となる地域公民館、集会施設の整備支援

地域コミュニティ施設新築等補助事業

112
市民主体のまちづくりの推
進

110
市民主体のまちづくりの推
進

指標：自主防犯組織数
（地区）
目標値：171地区
実績値：168地区

・土浦市自主防犯組織結成事業補助金
交付事業
・青色防犯回転灯設置費補助金交付事
業
・防犯のぼり旗配布事業

　令和4年度末現在、171町内会等のう
ち、168町内会等において、自主防犯
組織が結成され、結成率は98.2％と
なっている。
　ブロックごとの防犯パトロール講習
会開催や、土浦市青色防犯回転灯設置
費補助金の交付、防犯キャップ・防犯
のぼり旗等の配布など、自主防犯組織
の活動支援を行った。

　自主防犯組織未結成の3町内会に対
して結成を促すとともに、今後も、防
犯のぼり旗の配布などにより、自主防
犯組織の活動支援を継続する。

生活安全課

111
市民主体のまちづくりの推
進

なし

　一般財団法人自治総合センターが宝
くじの収益を活用して行う「一般コ
ミュニティ助成事業」により、住民が
自主的に行うコミュニティ活動に必要
な備品等の整備に対し助成を行う。

　一般財団法人自治総合センターが宝
くじの収益を活用して行う「一般コ
ミュニティ助成事業」の助成を受け
て、町内行事で使用する山車の修繕や
祭りの用具を購入し、それらを活用す
ることにより、活力ある町内活動とコ
ミュニティの活性化が促進されてい
る。毎年度1～2件が採択されており、
多くの町内会・自治会が申請を希望し
ている状況である。

　助成対象となる団体は年に1～2団体
であることから、不採択となった場合
は翌年度に再度申請を出し直す必要が
あるため、速やかに助成することがで
きていない。希望する団体については
随時要望を受け付け、要望順に事業を
進めていく。

市民活動課

自主防犯組織及び自主防災組織等の市民活動に対する継続的支援

防犯対策事業

市民の協働と自治意識に対する啓発の取組の推進

コミュニティ事業助成事業

指標：NPO法人設立数
目標値：45法人
実績値：45法人

　市民活動団体が地域の活性化や地域
課題の解決を図るため、市内で新たに
行う事業の経費を助成する。

〇令和2年度
・つちうら駄菓子屋楽校「子ども広
場」（新規）　　　　　　277千円
・荒川沖に「明るい未来の光」を灯す
プロジェクト（新規）　　300千円
〇令和3年度
・つちうら駄菓子屋楽校「子ども広
場」（2年目）　　　　　200千円
・荒川沖に「明るい未来の光」を灯す
プロジェクト（2年目）　200千円
〇令和4年度
・本町通り商店会マルシェ（新規）
　　　　　　　　　　　　300千円
・ロックみらい塾　公開講座・特別講
座（新規）　　　　　　　165千円
・荒川沖Ｄｏ！！桜フェスティバル
（新規）　　　　　　　　300千円

　市内市民活動団体への周知不足やコ
ロナ禍の影響などにより、新規申請が
減少傾向にある。一方で、亀城モール
等の新たに整備された場所を活用した
ソフト事業が認定されるなど、今後も
地域資源を活用したファンド事業の実
施が期待される。
　さらなる活用に向けて、ニーズ調査
や事業内容の検討を要する。
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№ 施策方針 指標及び進捗度 事業概要 これまでの成果 課題及び今後の方針 担当課
施策方針
事業名

高齢福祉課119
持続可能なコミュニティの
形成

市民活動課

116
市民主体のまちづくりの推
進

－

117
市民主体のまちづくりの推
進

なし

市民と市長のまちかどトーク 　平成25年度から行っている本事業
は、幅広い層への意見聴取の機会を作
ることを目的に開催され、平成28年度
は高校生、平成29年度は専門学校生、
平成30年度は社会で働く若い世代、令
和元年度は商業や農業に携わる方を対
象に実施した。令和元年から座談会形
式にすることにより、各世代のまちづ
くりに対する想いや素直な意見などが
出され、意見交換ができた。令和2年
及び3年はコロナ禍により中止。令和4
年度には「市民と市長の対話集会」と
して、町内会長や地区役員を対象に各
中学校地区で開催した。

　市民の声を広く聞き、市民の市政に
対する理解を深める機会として、今後
も本事業を継続していく。

広報広聴課

118
市民主体のまちづくりの推
進

指標：公園里親制度認
証団体数（団体）
目標値：45団体
実績値：16団体

ボランティア保険加入・作業用備品及
び飲料水

　公園里親団体（16団体・536名）
【令和5年4月1日現在】
木田余東台シ二アクラブ 53名、こも
れび公園を愛する会 11名、フラワー
ネットつちうらラベンダークラブ 37
名、仲の杜公園美化クラブ 193名、立
田町 14名、さつきが丘自治会 16名、
中村南六丁目 13名、国分町 13名、桜
町四丁目 20名、並木一丁目 6名、永
国台 2名、東都和 15名、小岩田東二
丁目 103名、おおつ野 13名、中 8
名、東真鍋町 19名

　平成24年度から導入した公園里親制
度については、現在までに16団体の登
録があるが、今後についても市ホーム
ページ及び広報紙でＰＲを実施し、積
極的な制度活用を推進する。

公園・施設
管理課

115
市民主体のまちづくりの推
進

茨城県提案型共助社会づくり支援事業（県連携）

提案型共助社会づくり支援事業（県連携事業）

大学等との連携事業の検討

なし

市民と市長のまちかどトーク事業

市民と市長のまちかどトーク事業

公園の里親制度の促進

公園里親制度

生活支援体制整備事業

生活支援体制整備事業

なし

　茨城県提案型共助社会作り支援事業
実施要綱に基づき、県と市で連携し
て、市民活動団体等が自ら企画し実施
する公益性のあるまちづくり事業の経
費を助成事業を実施する。

　市町村をまたぎ広域で行われる事業
については茨城県が助成し、土浦市を
範囲として行われる事業は県と市がそ
れぞれ1/3を助成するが、土浦市の助
成対象となる事業の申請は出ていな
い。市内での事業立ち上げを検討して
いる市民活動団体に本助成金を紹介
し、活用を促しているが、応募には
至っていない。

　毎年度、市町村単位で認定される事
業はあるものの、これまで土浦市を対
象とする事業は認定されていない。
　市内の企業や市民活動団体に本事業
を広く周知し、活用を促していく。

指標：協議体の開催数
目標値：51
実績値：45

　生活支援コーディネーター（ＳＣ）
の配置と協議体の整備により、地域の
互助力を強化し、地域の実情に応じた
生活支援の体制を整備する。また講座
の開催を通じて生活支援の担い手を養
成する。

　新型コロナウイルス感染症の影響に
より、第一層・第二層協議体ともに開
催スケジュールの変更等がありまし
た。開催できた協議体においては、地
域課題の抽出や具体的な地域課題の解
決に向けた取り組みに向けて議論を
行った。

　第二層協議体については、これまで
ふれあい調整会議を活用した協議体に
なっており、地域住民の声が取り入れ
づらい状況だった。参画者の理解と地
域住民等の意識の醸成が課題で、第二
協議体を整備し、各地区ごとに地域住
民の声取り入れながら協議体を運営す
るとともに、具体的な活用に結び付け
られるように取り組んでいく。
　新型コロナウイルス感染拡大の影響
により、開催中止していた担い手の養
成講座を実施し、修了者に対して地域
活動の促していくことで、ボランティ
ア活動等の意識の醸成を図る。
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№ 施策方針 指標及び進捗度 事業概要 これまでの成果 課題及び今後の方針 担当課
施策方針
事業名

神立駅西口周辺地区の土地区画整理事
業

　平成24年11月の事業計画決定以降、
権利者交渉、建物移転、都市施設整備
工事など事業の推進を図り、令和5年3
月に換地計画の認可を受け、7月に換
地処分公告を予定している。
　都市施設整備工事については、アク
セス道路である神立停車場線、神立駅
前西通り線の暫定供用開始、西口駅前
広場の一部供用開始により、利用者の
安全性及び利便性の向上に向けた都市
基盤整備が進んでいる。

　土地区画整理事業においては、7月
に予定している換地処分公告、その後
の権利者への清算金手続きを円滑に行
えるよう、事業の推進を図る。
　西口駅前広場整備工事においては、
一部供用を開始しているため施工区域
が限定されるなど難易度の高い工事と
なるが、施工業者、関係機関との連携
等により効率的な施工を図り、早期の
工事完了に努める。

都市整備課

124
地域特性に応じた市街地の
形成

指標：①休日の中心市
街地歩行者・自転車交
通量 (人/日)②中心市
街地の居住人口 (人)
目標値：
①26,164人、②7,857人
実績値：
①21,166人、②7,699人

・都市計画基礎調査、都市計画の見直
し、都市計画審議会の運営等
・都市計画マスタープランの見直し
・立地適正化計画の見直し

・地域地区等調査事業
都市計画マスタープランに基づき、真
鍋新町地区 地区計画の変更のほか、
用途地域の変更を実施した（R2）。ま
た、都市計画基礎調査を実施し、土地
利用の現況を把握するとともに、都市
計画基本図の修正を実施した（R3）。
・都市計画マスタープラン及び立地適
正化計画の見直し
社会経済情勢等の変化に対応するた
め、令和4・5年度の2箇年をかけて本
計画の見直しを進めている（R4）。

　都市計画マスタープラン及び立地適
正計画については、住民意見交換会や
パブリック・コメント等を通じて、広
く市民の意見を聴きつつ、令和5年度
に策定したい。
　都市計画の定期見直しを令和7年度
に予定していることから、都市計画基
礎調査の結果や都市計画マスタープラ
ンの見直し内容を踏まえ、地区計画や
用途地域の変更等に係る調査を進めた
い。

都市計画課

神立駅西口地区土地区画整理事業

神立駅西口地区土地区画整理事業

立地適正化計画に基づく各種取組の検討

・地域地区等調査事業
・都市計画マスタープラン策定（見直し）
事業
・立地適正化計画策定事業

120
持続可能なコミュニティの
形成

指標：「のりあいタク
シー土浦」会員数
（人）
目標値：1,022人
実績値：798人

　自家用車や他の公共交通機関の利用
が困難な高齢者の外出支援策として、
デマンド型福祉交通「のりあいタク
シー土浦」の年会費を助成

　「のりあいタクシー土浦」は高齢者
の通院や買い物、社会活動の参加等外
出の際の移動手段として、土浦地区タ
クシー協同組合が主体となって運営し
ています。市では、平成20年度から年
会費の一部を助成しており、本格運行
を開始した平成19年度末には123人で
あった会員数は、令和4年度末には798
人まで増加している。
　また、平成27年6月からは運転免許
証返納者に対しても1回のみ年会費の
全額助成を開始し、免許証自主返納の
促進及び移動手段の支援措置を講じて
いる。

　新型コロナウイルス感染症感染拡大
により、会員数や助成額に減少がみら
れておりましたが、令和4年度は令和2
年度・3年度に比べ輸送人員が増え、
日常の移動手段として定着している例
もみられている。また、のりあいタク
シー土浦の経営状況として、累積赤字
が膨らんでいる状況となっていたこと
から、令和4年度より年会費を増額
し、それに伴い助成額も増額した。今
後も安定的な経営を維持するため、効
率的な運行を進めるよう事業者に働き
かけるとともに、引き続き事業周知に
努め、利用促進を図る。

高齢福祉課

121
持続可能なコミュニティの
形成

なし

　土浦型ケアシステム「ふれあいネッ
トワーク」をさらに充実させ、複雑
化・複合化したニーズに対応するた
め、支援を一体的に実施できるように
する事業

　高齢者のみならず障害者や子どもな
どの要援護者及びその家族の問題に対
し、ケア会議・スクラムネット・ふれ
あい調整会議を開催することにより、
単独では対応できないケースや複合的
な課題を抱えるケースなどについて検
討し、支援を行った。

　既存の相談支援や参加支援、地域づ
くりに向けた支援の取組を活かし、高
齢、障害、こども、生活困窮など属性
ごとの課題に関わらず、複雑化・複合
化した支援ニーズに対応した包括的な
支援体制を構築し、より身近な地域で
の地域共生社会の実現を目指す。

社会福祉課

122
中心市街地を核としたコン
パクトシティの実現

指標：①休日の中心市
街地歩行者・自転車交
通量 (人/日)②中心市
街地の居住人口 (人)
目標値：
①26,164人、②7,857人
実績値：
①21,166人、②7,699人

・基本計画の進捗状況管理
・基本計画の策定

　事業進捗状況を把握するため、毎
年、フォローアップを行っている。
（法定）
令和5年度は三期計画の策定を行う。

　基本計画の適正な管理を行う。

都市整備課

土浦市中心市街地活性化基本計画に基づく各種取組の推進

中心市街地活性化基本計画管理運営事業

基本施策 基本施策②

123
地域特性に応じた市街地の
形成

なし

高齢者移送サービスの提供

高齢者移送サービス利用助成事業

地域力強化推進事業

重層的支援体制整備事業

暮らしの質を向上させるまちづくり

22



№ 施策方針 指標及び進捗度 事業概要 これまでの成果 課題及び今後の方針 担当課
施策方針
事業名

130
広域連携の推進による新た
な経済・生活圏の形成

都市計画課

131
広域連携の推進による新た
な経済・生活圏の形成

－

128
広域連携の推進による新た
な経済・生活圏の形成

商工観光課

129
広域連携の推進による新た
な経済・生活圏の形成

商工観光課

129
広域連携の推進による新た
な経済・生活圏の形成

上高津貝塚ふ
るさと歴史の

広場

126
都市インフラ等の維持・管
理の適正化

指標：公共施設の総量
（床面積換算）（㎡）
目標値：275,752㎡
実績値：393,871㎡

①「土浦市公共施設等総合管理計画」
の改訂、「土浦市公共施設等再編・再
配置計画」の策定、10施設の配置方針
策定
②「土浦市公共施設等再編・再配置計
画」の改訂、178施設の配置方針策定

　平成28年度に策定した「土浦市公共
施設等総合管理計画」を令和3年度に
改定し、公共施設に分類される対象
188施設について、令和37年度におけ
る施設総量（延床面積）を現在の30％
縮減することを目標とした。
　目標達成のための実行計画として、
令和4年度に「土浦市公共施設等再
編・再配置計画」を策定し、今後の取
り組みの基本方針を定めるとともに、
築40年以上経過した施設で、施設の方
向性を早急に検討する必要がある10施
設について配置方針を策定した。

　今後、残り178施設の配置方針を令
和7年度までに策定するとともに、先
に配置方針を策定した10施設について
の進行管理を行い、施設の適正配置
（複合化・集約化、閉館等）を推進す
ることで総量縮減を図る。

行革デジタル
推進課

127
都市インフラ等の維持・管
理の適正化

指標：①市立小学校の
適正配置の推進、②市
立幼稚園の適正配置の
推進
目標値：①6校の適正配
置、②5校統合
実績値：①5園廃止、②
5園廃止

・上大津地区小学校の適正配置につい
て具体的な協議を行う。
・令和10年4月の統合校開校に向けた
各種検討を行う。

　市立小学校の適正配置については、
適正規模を満たしていない6校の内、
旧宍塚小、旧藤沢小、旧斗利出小、旧
山ノ荘、旧上大津西小の５校について
暫定的な対応を含む統合による適正配
置を実施し、子どもたちの教育環境の
改善を図った。残る菅谷小について
も、上大津地区適正配置実施計画に基
づき、令和10年4月を目標として、引
き続き、適正配置を推進する。
　市立幼稚園については、令和4年3月
末の全園廃止を以て適正配置が完了。

　市立小学校の適正配置については、
上大津地区の上大津東小と菅谷小の統
合に向けて、地域の代表者、保護者等
で構成する開校準備協議会において、
校名の制定やバスルートの設定など
様々な協議事項の検討を行い、開校に
向けた準備を進めていく。 学務課

128
広域連携の推進による新た
な経済・生活圏の形成

政策企画課

公共施設等の総合管理の実施

①公共施設等再編計画策定事業
②公共施設等再編・再配置推進事業

小学校等の適正配置の推進

125
地域特性に応じた市街地の
形成

都市整備課
土浦港周辺広域交流拠点の活用における民間事業者との連携【再掲】

施策番号33と同様

・上大津地区小学校適正配置検討委員会の
開催
・上大津地区統合小学校開校準備協議会の
開催

施策番号9と同様

ジオパーク推進事業【再掲】

施策番号9と同様

地域公共交通の総合的な確保・維持・改善策の立案【再掲】

施策番号40と同様

広域連携による行政サービスの在り方の検討

なし

水郷筑波サイクリング環境整備事業（県連携）【再掲】

施策番号8と同様

水郷筑波サイクリング環境整備事業（県連携）【再掲】

施策番号8と同様

ジオパーク推進事業【再掲】

23


